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Ⅰ ガイドライン策定の背景と趣旨 

 

１．ガイドライン策定の背景 

（地方消費者行政の状況） 

消費者行政の推進は、消費者の安全・安心を確保するために不可欠である。消費者の安

全・安心が確保されることにより、消費の拡大や地域の活性化をもたらし、ひいては経済

の好循環を達成するとともに、消費者が豊かな消費生活を営むことが可能となる。 

消費者の安全・安心を確保するためには、消費者にとって身近な地域における地方消費

者行政の充実・強化を進めなければならない。そして、地方消費者行政の推進に当たって

は、国及び地方公共団体がそれぞれの責務を果たし、かつ緊密に連携していく必要がある。 

全国の消費生活センター等に寄せられた消費生活相談件数は、平成 25 年度には約 94 万

件と高水準になっている。相談内容は、情報化社会の進展に伴い「インターネット通販」

に関する相談件数が増加するなど、地方公共団体に寄せられる消費生活相談はその内容が

広範化、複雑化、高度化している。 

特に高齢者の消費生活相談件数は、平成 20 年度と比べて平成 25 年度は約７割増加して

おり、同時期の高齢者人口の伸びが約１割強であったことと比較すると、その増加ペース

が顕著となっている。高齢者の消費生活相談の内容を見ると、被害金額が高額化するとと

もに、「二次被害」に関する相談件数が増加傾向にあるなど、高齢者の消費者被害は深刻化

している。 

国としては、「地方消費者行政活性化基金」の創設や地方交付税措置の拡充、補正予算

を中心に措置してきた「地方消費者行政活性化交付金」の平成 26 年度当初予算における

大幅増額等を通じて、地方公共団体の取組に対して支援を行ってきた。 

地方公共団体においては、こうした支援措置を活用して、消費生活センター及び消費生

活相談窓口の開設及び充実、消費生活相談員の増員及び処遇改善など、地方消費者行政の

基盤整備に取り組んできた。 

この結果として、消費者庁発足からの５年間（平成 26 年４月１日現在）で、消費生活

センターは 262 か所増加し、また、消費生活センターを含む相談窓口を設置している地方

公共団体は342自治体増加し、相談窓口が未設置の地方公共団体は４市町村のみとなった。

また、消費生活相談員についても、545 人の増員が図られた。他方で、消費生活相談員が

配置されていない窓口の割合は、39.7％となっている。 

各地方公共団体における消費者行政予算の状況を見ると、消費者行政予算全体に占める

地方消費者行政活性化基金の割合は低下傾向にあり、各地方公共団体で自主財源化の取組

が進んでいる。 
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このように、地方消費者行政の基盤整備は着実に進んできたものの、高齢者を中心に消

費者被害が深刻化しており、消費者の安全・安心の確保のため一層の取組が求められてい

る。このためには、地方公共団体の相談体制を更に強化する必要がある。 

 

（地域社会での取組） 

人口減少・高齢化、世帯構成の変化、地域コミュニティの喪失、生活困窮など、地域社

会が抱える課題は、地域における消費者問題を写す鏡でもある。消費者問題は分野横断的

なものであり、消費者の安全・安心の確保のためには、地方公共団体内において、消費者

行政部署のみならず、医療、福祉、教育といった関係部署と一体となった取組が求められ

る。また、地方公共団体内の機関のみならず、消費者団体や事業者、弁護士会等の多様な

地域の主体との連携が重要である。 

特に、高齢者、障害者等の被害に遭いやすい消費者に対しては、地域を挙げて消費者被

害の防止に取り組むための体制を整備することが求められる。 

 

 

２．消費者安全法の改正 

高齢者を中心に深刻化する消費者被害を防止し、消費者の安全・安心を確保するため、

第186回通常国会に「不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律案」が

提出され、平成26年６月６日に成立し、同月13日に公布された（平成26年法律第71号。以

下「景表法等改正等法」という。）。この法律で消費者安全法（平成21年法律第50号。以下

「法」という。）も改正された。 

本改正では、地方公共団体における消費生活相談体制を強化するために、消費生活セン

ター等に事業者に対する消費者からの苦情に係る相談・あっせんに従事する消費生活相談

員を置くこととし、消費生活相談員は、消費生活相談員資格試験に合格した者又はこれと

同等以上の専門的な知識及び技術を有すると都道府県知事又は市町村長が認めた者から

任用することとし、新たに創設する消費生活相談員資格試験に関する規定を設け、消費生

活相談に関する現行の３資格1の保有者に対しては、景表法等改正等法附則第３条におい

てみなし規定を設ける等所要の経過措置を置くことした。 

また、都道府県知事は、都道府県の消費生活相談員の中から、市町村の消費生活相談に

関し助言等の援助を行う、指定消費生活相談員を指定するよう努める旨の規定を置いた。 

さらに、消費者被害の防止に向けた地域体制を構築するための規定を設けている。高齢

                                                   
1 独立行政法人国民生活センター（以下「国民生活センター」という。）が付与する消費生活専門相談

員、一般財団法人日本産業協会が付与する消費生活アドバイザー及び一般財団法人日本消費者協会が付

与する消費生活コンサルタント（以下「現行３資格」という。）であり、改正前の消費者安全法施行規

則（平成 21 年内閣府令第 48号。以下「規則」という。）第７条に定めがあった。 
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者、障害者等の消費生活上特に配慮を要する消費者を見守るため、地域において、国及び

地方公共団体の機関、病院、教育機関、地方公共団体の長に委嘱される消費生活協力団体

又は消費生活協力員等で組織する、消費者安全確保地域協議会を組織することができるこ

ととされた。 

法にあわせて、規則も改正された。 

 

３．ガイドラインの趣旨 

本ガイドラインは、今般の法の改正を踏まえ、景表法等改正等法の趣旨を体現し、地方

消費者行政の更なる充実・強化を実現するため、今後の地域における取組の方向性をまと

めたものである。 

消費生活の「現場」は地域であり、消費者に身近な地方消費者行政の充実なくして、消

費者の安全・安心の確保は実現し得ない。そして、地方消費者行政の充実に向けて、国と

地方公共団体及び地域の関係機関が適切な役割分担を果たしつつ、緊密に連携して取り組

んでいくことが重要である。 

このため、法、関連法令及び本ガイドラインに則り、地域における取組を一層推進し、

消費者の安全・安心を確保するため、各主体が連携して取組を進めていく必要がある。 
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Ⅱ 具体的な取組 

 

 以下では、地方公共団体が、法及び規則に基づき、地方公共団体における消費生活相談体

制の整備や、消費者被害の防止に向けた地域体制を構築する際の基本的な方針を示すことと

する。 

 

１．消費生活相談体制の強化 

（１）消費生活相談等のための組織体制の強化 

ア 都道府県の役割の強化 

（必要な助言、協力、情報の提供その他の援助） 

 消費者安全の確保を図るためには、一義的には消費者にとって最も身近な地方公共団体で

ある市町村において消費生活相談の事務を確実かつ円滑に実施することに大きな意義があ

る。 

 しかしながら、特に、高齢化率が高い、人口規模が小さい、財政力が弱いといった市町村

においては、単独で相談体制を整備することが難しく、また、効率性の観点から必ずしも望

ましいといえない場合がある。それに加え、消費者が抱える問題それ自体が市町村のレベル

にとどまるものではなく、都道府県又は全国レベルで対応すべき広域性をもつことも多い。 

そのため、都道府県は自ら消費生活相談・あっせんの業務を行うとともに、市町村の消費

者行政体制の整備のために必要な援助を行うことが求められるが、景表法等改正等法による

改正前の法においては、都道府県から市町村に対する援助について「技術的援助」と規定さ

れるのみで、援助の方法が限定されていた。今回の改正では、都道府県による多様な方法に

よる援助を想定し、法第８条第１項第１号において、「必要な助言、協力、情報の提供その

他の援助を行うこと」としている。 

各都道府県は、地域の実情に応じて、例えば、講師等の専門家の派遣や、都道府県の消費

生活相談員による巡回訪問を行う、解決に当たって高度の専門性を必要とするような消費生

活相談について、市町村と連携して解決に当たるなど、様々な形で市町村への援助を行うこ

とで、消費者の安全・安心を一層確保しなければならない。 

 

（都道府県による市町村の広域連携の調整） 

 単独の市町村では専門的な消費生活相談等への対応が困難な場合や、地元の市町村では顔

見知りが多くて相談したくないといった消費者の感情に配慮する必要がある場合等におけ

る事務処理の在り方として、複数市町村が連携して消費生活相談等の事務を処理することが

考えられ、法第８条第３項は、事務の共同処理や委託による消費生活相談等の事務の実施を

一つの有効な選択肢であることを前提とした規定となっている。 

しかしながら、複数市町村が連携して事務を処理するに当たっては、費用負担や消費生活
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相談等の事務の実施場所、事務の実施方法、消費生活相談員の配置数等に関する考え方につ

いて市町村間の調整がつかず、事務の共同処理等の実現に至らない例もみられる。 

このため、法第８条第３項において、都道府県が市町村相互間における必要な調整をする

ことができることとしている。都道府県は地域の実情に応じ、例えば広域連携に向けた関係

市町村間の協議に都道府県が加わる等、積極的に調整の役割を果たすことで市町村間の連携

を促し、質の高い消費生活相談体制を構築することが重要である。 

 

（指定消費生活相談員） 

都道府県の市町村に対する消費生活相談等に関する助言や共同処理等の援助の実効性を

担保する観点から、法第 10 条の４において、都道府県は、その機能を担うための職として

「指定消費生活相談員」を配置するよう努めることとしている。なお、指定消費生活相談員

について、詳しくは後述する（24 頁）。 

 

イ 庁内連携・官民連携の推進 

 近年、生活困窮や社会的孤立などの社会的要因や家族問題、認知力の低下などの健康問題

が複雑に絡みあった内容の相談が増加しており、消費者行政担当部署における対応だけでは

相談者の抱えている問題を解決することができない事例が生じている。こうした場合には、

消費者行政担当部署と医療、保健、福祉、教育、税務といった関係部署・警察とが連携して

その解決に当たることが求められる。それに加え、現に生じている問題に対症療法的に応じ

るだけでなく、関係部署等へ迅速な情報を提供することにより被害の拡大を防止するととも

に、その根本的な原因を解消するために分野横断的に対応することにより再発防止につなげ

ていくことが重要である。また、各部署等が保有する情報について積極的に共有を図ること

により、住民にとって必要な行政サービスが隙間なく総合的に提供されるようにすることが

求められる。 

 一方、生活困窮や社会的孤立などの問題の解決に当たっては、庁内の関係部署等のみなら

ず、庁外の関係機関が連携する地域のネットワーク体制を構築することにより問題の解決や

政策の企画立案に当たることが不可欠となる。このため、法第 11 条の３において、国及び

地方公共団体の関係機関が「消費者安全確保地域協議会」を組織できることとするとともに、

法第８条第１項第４号及び第２項第５号において、都道府県及び市町村と関係機関との連絡

調整について規定している。 

 各地方公共団体においては、これらの規定に基づき、消費者行政担当部署が庁内連携・官

民連携の司令塔的役割を果たすことで、地域における消費者の安全・安心の確保に努めるこ

とが必要である。 

小規模市町村においては、消費者問題を含めた各種の生活に身近な問題を相談できる総合



7 

 

的な窓口の整備を行っている例もある。このような総合的な相談窓口を設置する地方公共団

体においては、小規模であることの強みをいかし、関係部局間で連携することで相談者を総

合的に支援していくことが求められる。 

一方、土地・住宅相談、金融・保険、情報通信等、解決に当たって高度の専門性を必要と

するような消費生活相談を受け付け、自力で解決できない場合は、広域連携による相談体制

や都道府県の消費生活センター等と連携して事案の解決にあたることが求められる。 

 

ウ 相談業務の広域連携 

（広域連携の枠組み） 

 法第８条第３項は、単独の市町村において事務の実施が困難な場合における選択肢として、

法第 8 条第 2 項各号に掲げる事務を「他の市町村と共同して処理」することや、「他の市町

村に委託」することを提示している。 

 法第８条第２項各号に掲げる事務を他の市町村と共同して処理する法的枠組みとしては、

従来から、協議会（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の２の２～第 252 条の６

の２）、機関等の共同設置（地方自治法第 252 条の７～第 252 条の 13）、一部事務組合（地

方自治法第 284 条～第 291 条）及び広域連合（地方自治法第 284 条、第 285 条の２、第 291

条の２～第 291 条の 13）の設置が規定されており、また、他の市町村に委託する法的枠組

みとしては、事務の委託（地方自治法第 252 条の 14～第 252 条の 16）が規定されている。 

平成 26 年５月の地方自治法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 42 号）の成立によ

り、新たに連携協約（地方自治法第 252 条の２）と事務の代替執行（第 252 条の 16 の２～

第 252 条の 16 の４）の制度が創設された。 

連携協約制度は、普通地方公共団体が、他の普通地方公共団体と連携を行う際に、連携し

て事務を処理するに当たっての基本的な方針及び役割分担等を内容とする連携協約を締結

できる規定である。 

事務の代替執行は、普通地方公共団体の事務の一部を、当該普通地方公共団体の名におい

て、他の普通地方公共団体の長等に管理・執行させること（事務の代替執行）ができる制度

であり、当該普通地方公共団体の当該事務に対する権限・責任が維持される点で、従来の事

務の委託とは異なる。 

この他、消費生活相談業務に関わる広域連携については、地方自治法に基づかず関係地方

公共団体間で事務協定を締結する方法によることも可能である。 

地方公共団体は、新たな法的枠組みも活用しながら、地域の実情に応じた相談体制の構築

を図ることが求められる。 
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（広域連携による消費生活相談の実施の在り方）2 

上記の枠組みにより、消費生活相談を広域連携により実施する場合の連携の在り方として、

下記の方式が考えられるが、地域の実情や創意工夫に応じこれ以外の方法もあり得る。 

①「巡回方式」 

【想定される形式】 

連携協約（地方自治法第 252 条の２）、協議会（地方自治法第 252 条の２の２～第 252 条

の６）、事務協定 

【方式の概要】 

 広域連携を構成する市町村（構成市町村）が、共同して消費生活相談員を雇用する（NPO

等への委託を含む。）。共同して雇用された同一の消費生活相談員が、各構成市町村を巡回し

て相談業務に当たる。各構成市町村は、住民に対する情報提供・啓発を行う。 

【住民のメリット】 

 単独では相談員を配置することや消費生活センターを設置することが困難な市町村の住

民であっても、専門の相談員による相談を受けることができる。また、住民は、曜日を問わ

ず同一の消費生活相談員に相談をすることが可能。 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「相互乗入方式」 

                                                   
2 以下のイメージ図は、消費者委員会地方消費者行政専門調査会報告書（平成 25 年８月）の資料 13

（消費者委員会事務局作成資料「消費生活相談に係る広域連携（イメージ）」）からの抜粋である。 
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【想定される形式】 

事務協定、連携協約（地方自治法第 252 条の２）、協議会（地方自治法第 252 条の２の２～

第 252 条の６） 

【方式の概要】 

 構成市町村が、それぞれ消費生活相談員を雇用し、それぞれの相談窓口に配置する（NPO

等への委託を含む）。各構成市町村の窓口は、当該市町村の住民からの相談のみならず、他

の構成市町村の住民からの相談についても受け付ける。各構成市町村は、住民に対する情報

提供・啓発を行う。 

【住民のメリット】 

単独では複数曜日に窓口を開設することが困難な市町村の住民であっても、より多くの曜

日に専門の相談員による相談を受けることができる。また、構成市町村の住民は自らの住む

地方公共団体の窓口で相談しにくい場合には、他の地方公共団体の相談窓口で相談すること

も可能となる。 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「中心市町村集約方式」 

【想定される形式】 

事務協定、連携協約（地方自治法第 252 条の２）、協議会（地方自治法第 252 条の２の２

～第 252 条の６）、事務の委託（地方自治法第 252 条の 14～第 252 条の 16）、事務の代替執

行（地方自治法第 252 条の 16 の２～第 252 条の 16 の４） 



10 

 

【方式の概要】  

構成市町村のうち、中心となる市町村の広域的対応窓口に消費生活相談業務を集約する。 

 「中心市町村集約方式」には、中心市町村に完全集約した上で相談業務を実施する方法と、 

中心となる市町村以外の構成市町村も相談業務を継続し、専門性の高い相談を始め自前で対

処困難な相談については中心市町村と協力して対応する方法がある。 

いずれの方法にせよ、中心市町村集約方式における周辺市町村は、消費生活相談のニーズ

を抱えた住民に対し、単純に窓口を紹介するにとどまらず、確実に中心市につなぐよう努め

なければならない。 

また、中心市町村、周辺市町村ともに住民に対する情報提供・啓発を行う。 

【住民のメリット】 

単独では相談員を配置することや消費生活センターを設置することが困難な市町村の住

民であっても、専門の相談員による相談を受けることができる。 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「事務組合方式」 

【想定される形式】 

一部事務組合（地方自治法第 284 条～第 291 条）、広域連合（地方自治法第 284 条、第 285

条の２、291 条の２～第 291 条の 13） 

【方式の概要】 
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 構成市町村が共同して「特別地方公共団体」（地方自治法第 284 条第２項に基づく一部事

務組合又は地方自治法第 284 条第３項に基づく広域連合）を設置の上、消費生活相談や情報

提供・啓発に係る事務を共同処理するものである。この場合、消費生活相談員は「特別地方

公共団体」が雇用、配置し、当該一部事務組合共通の窓口で相談対応することとなる。 

【住民のメリット】 

単独では相談員を配置することや消費生活センターを設置することが困難な市町村の住

民であっても、専門の相談員による相談を受けることができる。 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（消費生活センターに係る条例の制定について） 

 上記に示した４方式のうち、巡回方式以外の方式による場合には、消費生活センターを設

置する市町村以外の構成市町村に在住する住民も、当該消費生活センターを利用することと

なる。 

 その場合における、法第 10 条の２に規定される消費生活センターに係る条例を制定する

主体については、表１のとおりとなる。 
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表１ 消費生活センターに係る条例の制定主体について 

 広域連携の法形式 条例を制定する主体 

地方自治

法に基づ

く連携 

連携協約 

（252 条の２） 

・Ａ地方公共団体とＢ地方公共団体等が連携協約を締結

し、協約によりＡ地方公共団体が消費生活センターを

設置する場合、Ａ地方公共団体が条例を制定 

協議会 

（252 条の２の２～

252 条の６） 

・Ａ地方公共団体、Ｂ地方公共団体等が規約により協議

会の形式で消費生活センターを設置した場合には、そ

れぞれの地方公共団体（Ａ地方公共団体、Ｂ地方公共

団体等）が条例を制定（※１） 

機関等の共同設置

（252 条の７～252

条の 13） 

・Ａ地方公共団体、Ｂ地方公共団体等が規約により消費

生活センターを共同して設置した場合、それぞれの地

方公共団体（Ａ、Ｂ地方公共団体等）において条例を

制定（※１） 

事務の委託 

（252 条の 14～252

条の 16） 

・Ｂ地方公共団体等がＡ地方公共団体に消費生活相談事

務を委託し、Ａ地方公共団体が消費生活センターを設

置した場合には、Ａ地方公共団体が条例を制定（※２） 

事務の代替執行（252

条の 16の２～252条

の 16 の４） 

・Ａ地方公共団体がＢ地方公共団体の消費生活相談事務

を代替執行し、Ｂ地方公共団体の名において消費生活

センターを設置する場合、Ｂ地方公共団体が条例を制

定（※１） 

一部事務組合 

（28４条～291 条） 

・Ａ地方公共団体、Ｂ地方公共団体等が一部事務組合を

組織し、一部事務組合が消費生活センターを設置する

場合、一部事務組合が条例を制定（※２） 

広域連合 

（284 条、285 条の

２、291 条の２～291

条の 13） 

・Ａ地方公共団体、Ｂ地方公共団体等が広域連合を組織

し、広域連合が消費生活センターを設置する場合、広

域連合が条例を制定（※２） 

地方自治

法に基づ

かない連

携 

事務協定 

（私法上の契約） 

・Ａ地方公共団体とＢ地方公共団体等が事務協定を締結

し、Ａ地方公共団体が消費生活センターを設置する場

合、Ａ地方公共団体が条例を制定 

※１ 協議会及び機関等の共同設置により共同処理することとされた事務は、引き続き関係地方公共団

体において処理すべき事務である。また、普通地方公共団体が他の普通地方公共団体に事務の代替執

行を求める場合には、当該普通地方公共団体の当該事務に対する権限・責任が維持される。 

 

※２ 広域連合・一部事務組合・事務の委託によって処理することとされた事務は、各構成団体において

処理すべき事務ではなくなる。 
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（広域連携を実施した場合の評価・検証） 

 広域連携の実施に当たっては、例えば、中心となる市町村に他の市町村が消費生活相談等

の事務を委託する「中心市町村集約方式」の場合、委託元の周辺市町村において消費者問題

に対する関心が薄れ、消費者行政担当職員の配置が確保されないといった例や、相談者が在

住する市町村と相談を受け付けた市町村とが異なる場合に、相談を受け付けた市町村が相談

者の在住する市町村の関係部署との連絡を取ることが難しく、被害の拡大防止や再発防止に

つながりにくいといった例が見られる。 

このため、広域連携の実施に当たっては、住民の利便性が損なわれることがないよう、そ

の効果や影響等を評価・検証し、必要に応じ改善を図っていく必要がある。 
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 （２） 消費生活相談等の事務の委託 

ア 消費生活相談等の事務の民間への委託により期待される効果と問題点  

消費生活相談等の事務の民間への委託については、事務を受託する団体の専門性やノウハ

ウを導入することができるとともに、複数の地方公共団体が同一の団体に委託した場合には、

地方公共団体の境界にとらわれない、広域的な取組が可能になること等を期待して実施する

地方公共団体がある。 

一方で、事務の民間委託により生ずる可能性がある問題として、消費者トラブルに直接的

な利害関係を有する者又は有する可能性がある者が受託した場合、公正中立に事務を行うこ

とができなくなるといった問題や、受託した事務を安定的に実施できる能力を有しない者が

受託した場合、委託した事務が円滑に実施されないといった問題や、質が担保された消費生

活相談が継続的に実施されないといったおそれがある。 

また、行政職員との連携が適切にとられない場合に、住民が適切な行政サービスに繋がれ

ない、又は消費生活相談により得られた情報が蓄積されず、当該地方公共団体の消費者行政

において有益に活用されないといった問題が生ずることが懸念されるほか、地方公共団体に

おいて労務管理する権限がないために、研修等の資質向上の措置が十分に図られないおそれ

もある。 

さらに、受託者が特定の個人を識別できないような形で、事務を通じて取得した情報や消

費生活相談等の事務の実施により得られた情報（全国消費生活情報ネットワークシステムの

閲覧により得られた情報も含む。）を自らの事業のために活用したり、第三者に提供したり

するといった問題も懸念される。 

なお、受託者において指揮命令系統が明確でない場合には、受託者に雇用された消費生活

相談員等の職員が地方公共団体の職員から直接に指揮命令を受けることにより、いわゆる偽

装請負（形式的には委託契約であるが、実態としては無許可の派遣労働契約であること）に

該当すると指摘されるおそれがある。各地方公共団体においては、これらのことを認識した

上で事務の民間委託を実施するかどうかを判断することとし、委託を実施する際には、規則

で示される基準により適当と認められる者を選定しなければならない。また、委託を実施す

る際に生じる可能性がある問題に対しては、対策を講じることが必要である。 

 

イ 消費生活相談等の事務の民間への委託の際の基準及び留意点） 

（基準を設ける趣旨） 

地方公共団体において消費生活相談等の事務の民間委託を実施する例が見られるが、委託

するか否かにかかわらず、どこに住んでいても質の高い相談・救済を受けられる地域体制を

全国的に整備することが求められる。この観点からは、委託することによって消費生活相談

等の事務の質が低下することはあってはならない。このため、最低限求められる条件につい

て、全国一律の制度的要件を示す必要がある。これが、消費生活相談等の事務の委託を受け
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る者に関する基準を設ける趣旨であり、以下に示すとおり、規則第７条において具体的に規

定している。 

ただし、法では、消費生活相談等の事務の実施は地方公共団体の責務とされていることか

ら、委託を行う場合であっても、委託を行った消費生活相談等の事務が適切に実施されるよ

う、地方公共団体の消費者行政担当部局においても責任を持って対応することが求められる。

また、消費生活相談等の事務については、委託を行う場合であっても体制及び実施方法につ

いて継続性を持たせるなど、受託した事務が適切に行われるよう配慮しなければならない。 

なお、この場合の民間委託には、地方自治法第 244 条の２第３項の規定に基づく指定管理

者による公の施設の管理は含まれないが、消費生活センターの管理運営を指定管理者に委ね

る場合も、規則及び本ガイドラインの規定の趣旨を踏まえ、適切に対応することが求められ

る。 

 

（公正・中立な事務の実施） 

 消費者基本法（昭和 43 年法律第 78 号）第１条では、消費者の権利の尊重及びその自立の

支援を目的として掲げており、同法ではこの基本理念にのっとって消費者政策を推進するこ

とを国及び地方公共団体の責務としている。また、消費者安全法では、都道府県及び市町村

は、消費生活相談・あっせん等の事務を行うこととされている。 

これらの地方公共団体の責務に鑑みると、規則第７条第１項第１号及び第２項第１号の

とおり、消費生活相談等の事務を委託する際には、都道府県知事又は市町村長は、消費者の

権利の尊重及びその自立の支援に資するよう、公正かつ中立に委託を受ける事務を実施でき

るものに委託することとしなければならない。 

 また、委託先の形態として、特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成 10 年法

律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人をいう。）並びに一般社団法人及び

一般財団法人3を例示しており、これら以外の者に委託する場合には首長が適当と認める者

であることとしている。  

ここで特定非営利活動法人並びに一般社団法人及び一般財団法人を例示した趣旨は、これ

までにも多くの地方公共団体でこれらの法人に消費生活相談等の事務を委託してきた実績

があることから、委託先として特に示したものである。 

いずれにしても、委託先の選定に当たっては、消費者の権利の尊重及びその自立の支援に

資するよう、公正かつ中立に委託を受ける事務を実施できるものに委託する必要があり、①

委託先の活動目的又は活動方針に鑑み、消費者トラブルに直接的な利害関係を有する者又は

                                                   
3 一般社団法人のうち、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18 年法律第 49

号）第４条の規定に基づく公益目的事業を行うものとしての行政庁の認定（以下「公益認定」とい

う。）を受けた法人が公益社団法人であり、一般財団法人のうち公益認定を受けた法人が公益財団法人

である。 
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有する可能性がある者でないか、②過去の活動実績が消費者の権利の尊重及びその自立の支

援に資するものであるか、③委託を受ける消費生活相談・あっせん等の事務を積極的に行う

意思があり、かつ体制が整っているか、といったことを踏まえて判断する必要がある。特に、

消費生活相談・あっせんの事務について、営利を目的とする団体に委託しようとする場合に

は、上記の観点から、慎重に判断することが求められる。 

また、委託先の選定後に、その理由を公表すべきである。 

 

（関係機関との連携） 

消費生活相談等の事務を適切に実施するためには、地方公共団体内の関係部署のみならず、

消費者団体や福祉関係団体、地縁団体、事業者・事業者団体、弁護士会等との連携が不可欠

である。このため、規則第７条第１項第２号及び第２項第２号のとおり、事務を委託する場

合であっても、消費生活相談等の事務を円滑かつ効果的に実施するために、受託者と関係機

関との連携体制を確保することを求めるものである。 

 

（知識及び技術） 

事務の委託は、受託者の専門的な知識及び技術などその能力を活用する観点から行われる

べきものである。このため、規則第７条第１項第３号及び第２項第３号は、消費生活相談等

の事務を的確に実施するに足りる知識及び技術を有することを委託する際の基準とするも

のである。 

特に、法において、①消費生活センターに消費生活相談員（消費生活相談員資格試験に合

格した者（景表法等改正等法附則第３条の規定により合格した者とみなされた者を含む。）

又はこれと同等以上の専門的な知識及び技術を有すると都道府県知事若しくは市町村長が

認める者）を置き、消費生活相談・あっせんの事務に従事させることとしていること、②消

費生活センターを設置していない市町村にも消費生活相談員を置くよう努めることとされ

ていることに鑑み、消費生活相談・あっせんの事務を委託する場合には、消費生活相談員資

格試験に合格した者（景表法等改正等法附則第３条の規定により合格した者とみなされた者

を含む。）を配置することを委託の要件とすることが望ましい。 

 

（統括管理する者の配置） 

 委託事務が、いわゆる偽装請負に当たるかどうかの判断については、契約形式ではなく、

「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準を定める告示」（昭和 61

年労働省告示第 37 号）等に基づき、実態に即して判断されるものである。 

受託者において指揮命令系統が明確でない場合には、受託者に雇用された消費生活相談員

等の職員が地方公共団体の職員から直接に指揮命令を受けることにより、いわゆる偽装請負
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（形式的には委託契約であるが、実態としては無許可の派遣労働契約であること）に該当す

ると指摘されるおそれがある。このため、規則第７条第１項第４号及び第２項第４号の規定

は、受託者が団体である場合には事務を統括管理する者を配置することにより、指揮命令系

統を明確にすることを求めるものである。 

  

（消費生活相談等の事務の民間への委託の際の留意点） 

地方公共団体において消費生活相談等の事務を民間委託する場合には、規則第７条で示さ

れる基準により適当と認められる者に委託するとともに、地方公共団体と受託者との間で締

結される委託契約に盛り込むことにより、下記の対応をとることが求められる。 

 

① 事務の実施 

・民間団体に委託する場合も、当該地方公共団体が直接実施している場合と同様に事務が実

施され、また、相談者の抱える問題を解決できるよう、当該地方公共団体の消費者行政担

当部局と受託者が密に連携・協力してその事務を実施し、消費者行政担当部局は庁内の他

部局とも連携を円滑に行うこと。 

 

・民間への事務の委託による政策効果を測定するために、地方公共団体による受託者への監

督を適切に実施するとともに、適切な監視（モニタリング）を定期的に行うこと4。また、

受託者が、委託事業実施の途中で基準に適合しなくなった場合には、地方公共団体が委託

契約を解除できる旨を委託契約書の中に盛り込むこと。 

 

・受託者において直接的に利害関係を有する又は有するおそれがある事案に係る相談があ

った場合には、相談者にその旨を伝えた上で、地方公共団体の消費者行政担当部局が当該

事案に係る消費生活相談等の事務を実施すること。 

 

② 消費生活相談員の処遇等 

・受託者において雇用される消費生活相談員等の処遇改善に配慮するとともに、研修機会の

確保等により消費生活相談員の専門性の向上に努めること。 

 

③ 消費生活相談等により得られた情報の活用 

・受託者が消費生活相談等の事務により得られた情報を、第三者に提供したり、自らの業務

のために利用したりする場合には、地方公共団体の消費者行政担当部局の了解を得るよう

                                                   
4 具体的な方法としては、①定期的に受託者から業務実績報告を受けるとともに、業務運営等について

地方公共団体の消費者行政担当部局と受託者とで打合せを行う、②委託先の選定に当たって第三者を交

えた評価プロセスを設ける、といったことが考えられる。 
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にし、適切な情報の管理が行われるよう措置すること。 

  消費者行政担当部局において、受託者が消費生活相談等の事務により得られた情報を活

用するに当たっては、当該情報の利用が消費者の権利の尊重及び自立の支援の観点から適

切か否かを踏まえて判断すること。 
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（３）消費者行政担当職員及び消費生活相談員の確保と資質向上 

 地方消費者行政の実施に当たっては、住民である消費者が安心して地域で暮らせるよう、

消費者行政担当職員と消費生活相談員とが、それぞれの役割を認識し、その職責を十分に果

たせるように相互に協力し合いながら取り組まなければならない。 

  

ア 消費者行政担当職員の役割 

（消費者行政の企画・立案・調整を行う者としての重要性） 

 地方消費者行政において、消費者行政担当職員は消費者行政の企画・立案、調整の役割を

担っている。今般の改正は、各地方公共団体において、消費者行政担当部署と関係部署や地

域の関係機関が連携することや、消費生活相談体制を強化することを目的としたものである

が、消費者行政担当職員は、その核となり舵取りをする存在として、より一層大きな役割を

果たすことが求められる。 

具体的には、 

・消費者トラブルを抱えた住民が消費生活相談窓口で相談を受けることができるよう、消

費生活相談窓口を周知するため、地方公共団体の広報媒体の活用や庁内連携を推進する 

・消費者トラブルを適切に解決するため、庁内の関係部署との連携や都道府県と市町村と

の間の連携を推進する 

・消費生活相談の現場から寄せられた情報を迅速に分析し、関係部署や地域の関係機関等

と共有することで消費者被害の未然防止、早期発見及び拡大防止に向けた取組を推進す

る 

・施策を企画・立案し、それに要する予算と人員を確保するとともに、施策を遂行し、そ

の効果検証を行い、その後の施策に反映させる 

・消費者教育に関する知識を身に付け、関係部署と連携し、消費者教育の推進に係るコー

ディネーターと共に消費者教育を総合的・一体的に推進する 

といった役割を果たさなければならない。 

 

（人材育成と配置の考え方） 

 消費者行政担当職員に期待される役割は大きなものであるが、消費者行政担当の専任職員

を置いている市町村は全体の約１割にとどまる他、兼務職員が１名のみというところが約４

割となっている（平成 26 年４月１日現在）。 

一方、法の改正に加え、消費者教育の推進に関する法律（平成 24 年法律第 61 号。以下

「消費者教育推進法」という。）によって地方公共団体の役割が明確化されたことや、景表

法改正により事業者に対する都道府県知事の権限が強化されたことを踏まえれば、消費者行

政担当職員の人員を拡充するとともに、消費者行政への専任化や、他の行政分野と兼務する

場合においても、消費者行政分野の比重を高めることが必要となる。併せて、消費者行政に
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ついて専門知識を有する職員を積極的に配置することも重要である。 

一方、消費者行政担当職員が期待される役割を果たす上では、人員の確保に加えて各人の

資質向上を図ることが必要となるが、現状に鑑みれば、地方公共団体内部のＯＪＴのみに期

待することも現実的とはいえない。法第９条は、国及び国民生活センターが、地方公共団体

における消費者行政担当職員の育成のための研修を実施することとしている。また、法第 46

条は、国及び地方公共団体が、消費者安全の確保に関する施策を実施するために必要な財政

上の措置その他の措置を講ずるよう努めなければならないとしており、職員に対する研修も

そうした措置の一環といえる。地方公共団体においては、消費者行政担当職員がこうした研

修に参加する機会を十分に確保することが求められる。 

 

イ 消費生活相談員の役割 

（消費生活相談事務の重要性） 

消費生活相談は、消費者基本法において消費者の権利とされる「消費者の安全の確保」、

「商品及び役務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の確保」及び「被害が生じ

た場合には適切かつ迅速に救済されること」を図る上で極めて重要な役割を果たしている。 

 消費生活相談の事務を担い、情報や交渉力等において事業者との間に構造的格差のある消

費者を支えるのは、消費生活相談員であり、その質の水準の確保と向上は、消費者の権利の

尊重及び自立の支援のために不可欠である。 

具体的には、 

・消費生活相談員は、事業者に対する消費者からの苦情に係る相談に応じ、必要な場合には、

消費者の意向や事案の特徴を踏まえつつ、あっせん等によりその解決を図る 

・消費生活の専門家としての観点から、消費者による主体的な問題解決の促進・支援のため、

一般的な消費生活に係る適切な助言等を行う 

・他の専門家等への橋渡しを行う 

・相談結果を整理・分析し、消費者教育・消費者啓発へ活用することや関係部局に対して情

報提供する 

といった役割を果たすことが求められる。 

 

（消費生活相談員の職の法定化） 

消費生活相談員は、地方消費者行政において大きな役割を果たすことを期待されていなが

ら、改正前の法において消費生活相談員は、消費生活センターの設置に関する要件として規

定されているのみであり、その位置付けが不明確であった。そのため、消費者や事業者から、

消費生活相談員とは、どういう位置付けなのか、どういう資格や権限をもっているのかなど

を問われ、必ずしも十分に職責を果たせない事例も見られた。 
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このため、消費者が安心して相談できるよう、法第 10 条の３第１項において、消費生活

相談員の職を法律上明確に位置づけるとともに、そのための要件として、消費生活相談員資

格試験を規定した。これにより、消費者及び事業者の信頼が確保され、現場の消費生活相談・

あっせん業務の実効性が向上するものと考えられる。 

また、消費生活相談員を配置することが消費生活センターを設置する際の要件となってい

るが、消費生活センターを設置していない市町村においても消費生活相談員を配置するよう

努める（法第 10 条第３項）とともに、消費生活相談の質の向上に努めることが求められる。 

 

（処遇改善、いわゆる「雇止め」の見直し） 

消費生活相談員が、消費者に対して適切かつ迅速な消費生活相談等の対応を行い、かつ消

費者教育等を推進していく上では、関係法令や制度を含めた消費者問題に関する専門的な知

識と、ヒアリング力、コミュニケーションスキル、交渉力と技術が必要となる。そうした知

識及び技術は、消費生活相談員が消費生活の現場において消費者や事業者と向き合う中で獲

得できるものである。いわゆる「雇止め」を行うことは、このような消費生活相談員の職の

特性に反するものである。 

いわゆる「雇止め」については、消費者庁から地方公共団体に対し発出した内閣府特命担

当大臣（消費者及び食品安全）メッセージ及び消費者庁長官通知の中で度々伝えているよう

に、実態として非常勤職員の行う業務の中にも恒常的な業務があること、及び、任期ごとに

客観的な能力実証を行った結果としての同一者の再度任用は排除されないことについて、総

務省と認識を共有しているところであるが（平成 26 年６月付け大臣メッセージ「いわゆる

『雇止め』の解消を含む消費生活相談員の処遇改善について」、平成 25 年２月 27 日付け長

官通知「消費生活相談員に対するいわゆる『雇止め』の見直しについて（依頼）」、平成 24年

８月 28 日付け長官通知「消費生活相談員に対するいわゆる『雇止め』の見直しについて（依

頼）」、平成 24 年７月付け大臣メッセージ「『地方消費者行政の充実・強化のための指針』策

定に当たって」）、現在においてもいわゆる「雇止め」を行う地方公共団体が少なくない実情

がある。 

総務省も近時、臨時・非常勤の職員募集に当たって、任用の回数や年数が一定数に達して

いることのみを捉えて一律に応募要件に制限を設けることは、平等取扱いの原則や成績主義

の観点から避けるべきであるという見解を示しており（平成 26 年７月４日付け総務省自治

行政局公務員部長通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」）、各地方公共

団体においてはいわゆる「雇止め」の見直しが行われることを期待したい。 

あわせて、消費生活相談員の職が法律で明確に位置づけられ（法第 10 条第１項第１号）、

消費生活相談員が消費生活相談に関する専門職であることが明らかにされたことに鑑み、そ

の職務と能力に見合った適切な処遇を講じるとともに、資質や実績等を適切に評価すること
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が求められる。 

また、消費生活相談員の資質の向上等を図るため、地方公共団体は国民生活センターや民

間団体により実施される研修・講座を活用するとともに、地方公共団体自ら研修を実施する

場合には、その充実等を図ることにより、消費生活相談員が研修に参加しやすい環境づくり

を含め、研修等の機会を十分に確保することが求められる。 

消費生活センターに配置される消費生活相談員の処遇の在り方については、地方公共団体

が消費生活センターの設置に係る条例を定める際に拠るべき参酌基準において規定される

ところであるが（規則第８条第４号）、消費生活センターでない消費生活相談窓口で勤務す

る消費生活相談員についても同様の対応が必要となる。なお、センターの設置に係る条例を

定める際の参酌基準について、詳しくは後述する（29 頁）。 

 

ウ 消費生活相談員・指定消費生活相談員の任用の考え方   

（消費生活相談員の任用（法第 10 条の３）） 

消費生活相談員は、消費生活相談員資格試験に合格した者又はこれと同等以上の専門的な

知識及び技術を有すると都道府県知事若しくは市町村長が認める者から任用されなければ

ならない（法第 10 条の３第１項）。 

 

① 消費生活相談員資格試験に合格した者 

法第 10 条の３第１項にいう「試験に合格した者」とは、同条に規定する消費生活相談員

資格試験に合格した者及び景表法等改正等法附則第３条第１項及び第３条第２項の規定に

より、試験合格者とみなされる者を指す。 

  

② 実務経験 1年以上の考え方 

景表法等改正等法の一部の施行に伴う経過措置に関する内閣府令（以下「経過措置府令」

という。）第２条第１項にいう消費生活相談又はこれに準ずる事務に従事した期間の判断に

当たっては、週当たりの勤務日数にかかわらず１年以上であることとし、その期間には、「産

休、育休」等の休職期間を含んでも差し支えない。 

 

③ 消費生活相談・あっせんに準ずる事務の考え方 

経過措置府令第１条各号により景表法等改正等法による改正前の法第８条第１項第２号

イ及びロ又は第２項第１号及び第２号に掲げる事務に準ずる事務は、次のとおりとする。 

○消費者団体における事業者に対する消費者からの苦情に係る相談の事務 

・消費者基本法第８条に規定される消費者団体における相談の事務 

○事業者における当該事業者に対する消費者からの苦情に係る相談の事務 
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・お客様相談室など消費者からの苦情に係る相談を専門に受け付ける部署を設けている事 

業者において、その専門部署において行う相談の事務 

○国の行政機関における事業者に対する消費者からの苦情に係る相談の事務 

・多重債務問題改善プログラム（平成 19 年４月 20 日多重債務者対策本部決定）に基づき、

財務局等に配置された多重債務相談員が行う相談の事務 

・金融サービス利用者相談室（金融庁組織規則（平成 10 年総理府令第 81 号）第２条第１ 

項～第３項）における相談の事務 

・電気通信消費者相談センター（総務省組織令（平成 12 年政令第 246 号）第 98 条に基づ

く消費者行政課の所掌事務）における相談の事務 

・農林水産省「消費者の部屋」（農林水産省組織令（平成 12 年政令第 253 号）第 42 条に

基づく消費者情報官の職務）における相談の事務 

・経済産業省消費者相談室（経済産業省組織規則（平成 13 年経済産業省令第１号）第 34

条第 1項、第 4項）における相談の事務 

 等 

○独立行政法人（独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第２条第１項に規定す

る独立行政法人をいう。）における事業者に対する消費者からの苦情に係る相談の事務 

・独立行政法人国民生活センター法（平成 14 年法律第 123 号）第 10 条の規定に基づい

て行われる相談の事務 

 

この他、事業者団体や認証紛争解決事業者における事業者に対する苦情に対する消費者

からの苦情に係る相談の事務など、経過措置府令第１条第１号～第３号に掲げる事務と同

等以上と認められるものについては、消費者庁長官が別途指定する。 

 

④ 通算 1 年以上の実務経験の証明方法 

通算１年以上の実務経験を証明する書類については、消費者庁が定める様式を使用して、

申請しようとする現行３資格保有者自身が作成する。 

その場合、原則として実務を経験した機関による承認を受けた上で、地方公共団体に提出

する。なお、実務を経験した機関による承認を受けられない特別な事情（例．実務経験を行

った機関の閉鎖・倒産等）がある場合には、例外的に、社会保険料の証明書の写しや、給与

の振込みが分かる銀行口座の写し等、可能な限り客観的に実務経験を証明できる書類等を添

付し、地方公共団体に提出する。なお、例外的な証明方法による場合において、当該実務経

験を証明する書類等を有効なものとするかどうかは、最終的に地方公共団体の長が判断する

ことになる。 
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⑤ 消費生活相談員資格試験の合格者と同等以上の専門的な知識及び技術を有すると認め

る者 

消費生活相談員資格試験に合格した者と同等以上の専門的な知識及び技術を有すると都

道府県知事若しくは市町村長が認める者についても、消費生活相談員として任用され得る。

ここで、試験の合格者と同等以上の専門的な知識及び技術を有すると認められる者とは、以

下の者が想定されるが、最終的には当該地方公共団体の長が判断することになる。 

 

○ 消費生活専門相談員資格（独立行政法人国民生活センターが付与）、 

消費生活アドバイザー資格（一般財団法人日本産業協会が付与）、  

消費生活コンサルタント資格（一般財団法人日本消費者協会が付与） 

のいずれかの資格を有する者 

○ 地方公共団体における事業者に対する消費者からの苦情に係る相談の事務等に従事

している等、その実績に鑑み、消費生活相談についての専門的な知識及び技術を有す

ることが実証されているといえる者 

 

（指定消費生活相談員の指定、役割、具体的な活動についての考え方（法第 10 条の 4）） 

① 指定消費生活相談員の役割 

消費生活相談員には、幅広い知識と実践的な技術が求められるが、これらの知識及び技術

は、実務経験を通じて更に向上が図られるものであり、また、経験豊富な消費生活相談員か

ら伝授されることで、より効果的に習得し得るものでもある。 

しかしながら、消費生活相談員を配置する市町村の中には、相談員を１人しか配置してい

ない市町村や、２人以上配置している市町村であっても、交代勤務制を取っているために実

質的に１人で対応している場合も多い。 

そのため、法第 10 条の４は、市町村による消費生活相談の事務の実施に関し援助を行う

ため、都道府県の消費生活相談員の中から、経験に裏打ちされた高度な知識及び技術に基づ

き助言や協力を行うこと等を職務とする者として、指定消費生活相談員を指定するよう努め

ることとしている。 

指定消費生活相談員が行う任務として、例えば、 

・消費者被害の傾向や対応策をまとめ、市町村の消費生活相談員に情報提供すること 

・指定消費生活相談員が市町村を巡回する等、市町村の消費生活相談員からの質問や相談 

に応じて助言をすること 

が考えられる。 

 なお、地方公共団体の実情に合わせ、指定消費生活相談員以外の消費生活相談員が、上記

のような任務を担うことも差し支えないものである。 
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② 指定消費生活相談員の指定 

指定消費生活相談員の指定は、試験に合格し、かつ、規則で定める消費生活相談員として

の実務の経験を有する都道府県の消費生活相談員の中から、都道府県知事が指定するもので

ある。 

また、法第 10 条の４にいう、「試験に合格」することとは、法第 10 条の３の規定により

実施される試験に合格することを指し、景表法等改正等法附則第３条第１項及び第２項で試

験合格者とみなされる者については含まれない。これは、指定消費生活相談員に、市町村の

消費生活相談員に対する助言や協力を行うなど、高度な役割が期待されていることに鑑み、

実務経験に加えて、消費生活相談員資格試験制度により、知識、技術の両面で客観的に能力

が評価されていることを求めるものである。 

なお、指定消費生活相談員を指定する都道府県においては、指定消費生活相談員に指定さ

れた者が、指定後も消費生活相談員として直接相談・あっせんの事務を行うなどにより、相

談・あっせんの事務に関する知識・技術を維持できるよう配慮することが求められる。 
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（４）情報の安全管理 

ア 情報の安全管理の必要性 

 消費生活相談等の事務の実施により得られた情報（以下「消費生活相談情報」という。）

は、相談した消費者のプライバシーに関する個人情報や、あっせんにおいて取得した事業者

の信用に影響し得る情報等の機密性の高い情報が含まれているため、情報を適切に管理する

という意味での「情報の安全管理」（法第 10 条の２第１項第２号）が求められる。 

しかも、法により、地方公共団体が、他の地方公共団体に消費生活相談情報を提供するこ

とが可能となった（法第 11 条の２第２項）。これまで消費生活相談情報は、相談を受け付け

た地方公共団体において管理・利用されてきたが、景表法等改正等法の施行後は他の地方公

共団体に提供されることも想定されるため、消費生活相談情報の安全管理をより一層確実に

する必要がある。 

そこで、法は、情報の安全管理を確実にするという観点から、消費生活相談等の事務に従

事する者の秘密保持義務、及び消費生活センターにおける情報の安全管理に関する条例の制

定について定めている。 

 

イ 消費生活相談等の事務に従事する者の秘密保持義務 

（秘密保持義務規定を定めた趣旨） 

 前述のように、消費生活相談員は、消費生活相談やあっせんにおいて機密性の高い情報に

接する。ところが、消費生活相談員の多くは特別職の公務員であり、この場合や消費生活相

談を民間に委託する場合には、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）上の秘密保持義務

（第 34 条第１項）が及ばない。そこで、地方公共団体において、消費生活相談員の秘密保

持義務について条例で定めたり、民間に委託する場合には委託契約書に秘密保持条項を設け

る等の法的な手当がなされてきたが、全ての地方公共団体において必要な手当がなされてい

るわけではなかった。 

 そこで、情報の安全管理をより一層確実にするという観点から、法は、消費生活相談等の

事務に従事する都道府県若しくは市町村の職員（消費生活相談員のみならず、消費者行政を

担当する職員も含まれる）又はその職にあった者に対し、「当該事務に関して知り得た秘密」

を「漏らしてはならない」こと及び違反した場合の罰則（１年以下の懲役又は 50 万円以下

の罰金）を定めた（法第８条第４項、第 53 条第１項）。また、同様に、消費生活相談等の事

務の委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの職にあった者に対しても、

罰則を伴う秘密保持義務を定めた（法第８条の２第３項、第 53 条第１項）。 

 以上のとおり、情報の安全管理を一層確実にすることが秘密保持義務を定めた趣旨であり、

消費生活相談員による秘密の漏洩が現実に起きているため立法的に対応したものではない。

消費生活相談の現場において、消費生活相談員や消費者行政担当職員に萎縮効果が生じない

よう配慮されたい。 
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（相談者や事業者に対する秘密保持義務の告知） 

法が消費生活相談員に罰則を伴う秘密保持義務を定めたことによって、消費者は安心して

消費生活相談員にプライバシーに関係することを話すことが可能となり、また、事業者もあ

っせんにおいて機密性の高い情報を提供することが可能となる。消費生活相談員は、状況に

応じて適宜、自らに秘密保持義務が課されていることを消費者や事業者に伝えることで、解

決に必要な情報をこれまで以上に円滑に収集できるようになることが期待される。 

  

（消費生活相談等の「事務に関して知り得た秘密」） 

 「秘密」とは、地方公務員法上の秘密保持義務における秘密と同じ意味であり、行政実例

及び判例は、「一般的に了知されていない事実であって、それを一般に了知せしめることが

一定の利益の侵害になると客観的に考えられるもの」（行政実例昭和 30 年２月 18 日自丁公

発第 23 号）、「単にある事項につき形式的に秘扱の指定をしただけでは足りず、非公知の事

項であって、実質的にもそれを秘密として保護するに価すると認められるもの」（最高裁決

定昭和 52 年 12 月 19 日）5と示している。 

具体的にある事実が「秘密」に該当するかどうかは、事案ごとに個別に判断することにな

るが、一般論としては、例えば、消費者のプライバシーに関する情報や、事業者の営業秘密

等が該当する。 

また、自らが担当する職務に関する秘密のみならず、担当外の事務であっても、職務に関

連して知り得たものであれば、「消費生活相談等の事務に関して知り得た秘密」として秘密

保持義務の対象となる。 

 

（秘密を「漏らしてはならない」の意義） 

 法が禁止する「秘密を漏らす」とは、秘密を広く一般に知らしめる行為又は知らしめるお

それのある行為の一切を意味すると考えられる。漏洩の相手方が特定の人であっても、その

人が一般人であれば、漏洩の相手方から更に広く一般に伝達されるおそれがあるので、秘密

を漏らしたことになる。 

 

（参考事例） 

①他の職員等への報告 

 消費生活相談員が、自らが行った消費生活相談で得た情報を、他の消費生活相談員や消費

者行政担当職員（以下、この文において「他の職員等」という。）に伝えることは、秘密保

持義務には違反しない。自らが行った消費生活相談の結果を他の職員等に報告することは行

                                                   
5 ただし、国家公務員法（昭和 22 年法第 120 号）上の秘密保持義務（第 100 条第１項）に関する判旨で

ある。 
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政上当然に予定されており、他の職員等にも秘密保持義務があるので、広く一般に知らしめ

るおそれがなく、「秘密を漏らした」とはいえないからである。 

 

②関係機関への連絡 

 消費生活相談員が、相談した消費者の同意を得て、当該消費者に関する情報を関係機関に

連絡することも、「秘密を漏らした」とはいえないので、秘密保持義務に違反しない。 

 

③勉強会での利用 

 消費生活相談員が、消費生活相談員による勉強会等に参加し、自らが行った消費生活相談

事例や関連資料を提供することが考えられる。 

この場合、「秘密」に該当しないよう情報の内容に配慮する必要があり、具体的には、事

案に応じて、相談者を特定し得る情報（相談者の氏名や住所等）及び事業者を特定し得る情

報（事業者の名称、所在地等）等を伏せることが求められる。 

 このような「秘密」に該当しないための配慮がなされれば、消費生活相談員による勉強会

等に参加し、消費生活相談事例や関連資料を提供すること自体は秘密保持義務に違反しない。

このような勉強会等に参加することは、知識及び技術を高める上で貴重な機会であり、地方

公共団体において適切な対応がなされることが必要である。 
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（５）消費生活センターに関する条例の参酌基準 

ア 改正の概要 

 法は、消費生活センターを設置する地方公共団体が、①消費生活センターの組織及び運営

に関する事項、②消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理に関する事項、

③その他内閣府令で定める事項について、条例を定めるものとした（法第 10 条の２第１項）。

なお、法は③も条例事項としているが、これに対応する内閣府令は定めていない結果、①及

び②について条例を制定することになる。 

 法は、消費生活センターを設置する地方公共団体が条例を制定するに当たっては、事業者

に対する消費者からの苦情が適切かつ迅速に処理されるための基準として内閣府令で定め

る基準を参酌するものとした（法第 10 条の２第２項）。これを受けて、規則第８条は、上記

①及び②について参酌すべき基準（参酌基準）を定めている。 

 

イ 参酌基準の意味 

 参酌基準とは、国の役割を果たすために、地方公共団体に対して参酌すべきものとして示

すものであるから、これを十分参照し、これによることの妥当性を検討した上で条例が制定

されなければならない。しかしながら、法的には、条例の内容そのものを直接的に拘束して

いるものではない。十分参照した結果としてであれば、地域の実情に応じて、異なる内容を

定めることは許容されている（地方分権改革推進委員会「第３次勧告～自治立法権の拡大に

よる『地方政府』の実現へ～」８頁）。 

 消費生活センターを設置する地方公共団体は、参酌基準を参照しつつ、地域の実情や住民

のニーズ等を踏まえ十分に検討した上で条例を制定する必要がある。十分検討した結果、参

酌基準がそのまま条例になることもあり得るが、消費生活センターに関する条例の内容をど

うするかは、その地域における消費者行政の在り方と直結する重要な問題であり、各地方公

共団体においては、例えば、住民や消費者団体等から意見を聴取する機会を設けるなどによ

り、積極的に検討することが期待される。条例を制定した地方公共団体は、参酌基準を十分

参照し妥当性を検討したかどうかという点について、最終的には住民に対して説明責任を負

うものである。 

 

ウ 条例を制定するに当たっての留意事項 

 条例という法形式であれば、設置管理条例、消費生活条例等の形式・名称は問わない。条

例において規則に委任した上で、具体的な事項は規則で定めることも可能である。 

 また、参酌基準を十分に参照した上で条例を制定することは、消費生活センターにおける

消費生活相談等の事務を民間委託している場合にも当てはまるものであり、適切に対応する

ことが求められる。 
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エ 消費生活センターの組織及び運営に関する事項 

（参酌基準を定めた趣旨） 

消費生活センターの組織及び運営等については、センターを設置する各地方公共団体が決

定することが基本である。しかし、地方公共団体が消費生活相談等の事務を実施するに当た

って、消費生活センターが中心的な役割を果たすことが期待され、実際にそのような役割を

果たしている現状を踏まえると、どこに住んでいても一定の質の消費生活相談を受けること

ができる体制を実現するためには、消費生活センターの組織及び運営等についても全国的に

整備することが求められる。そこで、参酌基準として国として考える消費生活センターのモ

デルを示したものである。 

 

（消費生活センターの名称等の公示） 

 都道府県知事又は市町村長は、消費生活センターを設置したときは、遅滞なく、①消費生

活センターの名称、②消費生活センターの住所、③消費生活相談を行う日及び時間を公示し

なければならない。①から③までのいずれかを変更したときも、遅滞なく公示しなければな

らない（規則第８条第１号）。改正前の法第 10 条第３項及びこれに基づく改正前の消費者安

全法施行規則第８条において消費生活センターを設置した都道府県知事又は市町村長の義

務とされていた内容を、参酌基準として定めたものである。 

 条例において①ないし③を定めることも可能であるが、柔軟に変更することも考えられる

ため、参酌基準としては①ないし③を遅滞なく公示することを義務付けるものである。 

 

（消費生活センターの名称） 

 消費生活センターの名称は、地域の実情を踏まえて各地方公共団体が決定すべき事項であ

るが、住民にとって消費生活相談を受けられる場所であることが分かりやすいという観点か

ら、「消費生活センター」又はこれに準ずる名称とすることが望ましい。もっとも、既に別

の名称を用いており、その名称が住民に定着している等の事情がある場合には、別の名称と

しても差し支えない。 

 

（消費生活センター長及び必要な職員の配置） 

 消費生活センターには、消費生活センターの事務を掌理する消費生活センター長及び消費

生活センターの事務を行うために必要な職員を置かなければならない（規則第８条第２号）。 

 消費生活センター長は、他の職と兼職することが可能である。 

また、消費生活センター長は、後述する情報の安全管理における責任者の任も担うもので

ある。 
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（有資格の消費生活相談員の配置） 

 法は、改正前から、消費生活相談員の配置を消費生活センターの設置要件としているが（都

道府県について法第 10 条第１項第１号、市町村について同条第２項第１号）、消費生活セン

ターに配置する消費生活相談員について、消費生活相談員資格試験の合格や現行３資格の保

有を要件としておらず、試験合格者と同等以上の専門的な知識及び技術を有すると都道府県

知事又は市町村長が認める者（法第 10 条の３第１項）であっても設置要件に適合する。 

しかし、前述のように、地方公共団体が消費生活相談等の事務を実施するに当たって消費

生活センターが中心的な役割を果たしていることを踏まえると、消費生活センターにおいて

は、一定の知識及び技術を有することが客観的に確認されている者によって消費生活相談が

行われることが体制として整備されていることが望ましい。 

そこで、参酌基準として、消費生活センターに①消費生活相談員資格試験合格者又は②景

表法等改正等法附則第３条により試験に合格したとみなされた者を配置することを定めた。 

 消費生活センターの消費生活相談員のうち、少なくとも一人が①又は②の要件を満たすこ

とを求めるものであり、他の消費生活相談員については①及び②の要件を満たさなくても構

わない。  

 

（消費生活相談員のいわゆる「雇止め」の見直し、適切な人材及び処遇の確保） 

①規定の趣旨 

消費生活相談の現場を支えているのは消費生活相談員であり、適切な人材及び処遇を確保

することは、消費生活センターかそれ以外の窓口か、直営か民間委託かに関係なく、極めて

重要な要請である。 

法は「消費生活相談員の適切な処遇」を都道府県及び市町村の努力義務として定めている

が（法第 11 条）、消費生活センターが都道府県又は市町村の消費生活相談等の事務において

中心的な役割を果たしており、その機能向上が期待されていることを踏まえると、消費生活

センターにおいて消費生活相談員の適切な人材及び処遇を確保することは特に重要といえ

るため、この点を参酌基準で定めた（規則第８条第４号）。景表法等改正等法の国会審議に

おいて「消費生活相談等に適切かつ迅速に対応する観点から、・・・地方公共団体において、・・・

雇止めの抑止をはじめとする消費生活相談員の待遇改善が促進されるような対策を講ずる

など、内閣府令で定める基準策定・・・を通じて積極的に支援すること」が附帯決議された

ことを踏まえ、条項化したものである（衆議院における消費者問題に関する特別委員会の附

帯決議第７項、参議院における同委員会の附帯決議第８項）。 

 

②いわゆる「雇止め」の見直し 

 「任期ごとに客観的な能力実証を行った結果として同一の者を再度任用することは排除さ

れないこと」とは、任用の根本基準（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 15 条）の
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観点から、任期に達した者の再度の任用は一切しないという意味での「雇止め」について見

直しを定めるものである。 

 客観的な能力実証の具体的な方法は、消費生活相談員を任用する各地方公共団体の裁量的

な判断に委ねられるものであるが、消費生活相談員の職務との関係で合理的な結び付きがな

ければならない。また、消費生活相談員の不安を軽減し、納得性を向上させるという観点か

らは、消費生活相談員から求めがあったときには、能力実証の結果を説明することが望まし

い。 

いわゆる「雇止め」が消費生活相談員の職の特性に反するものであり、総務省も近時、臨

時・非常勤の職員募集に当たって、任用の回数や年数が一定数に達していることのみを捉え

て一律に応募要件に制限を設けることは、平等取扱いの原則や成績主義の観点から避けるべ

きであるという見解を示していることについては、前述（21 頁）で示したとおりである。 

 

③その他の適切な人材及び処遇の確保に必要な措置 

 参酌基準では、消費生活センターは、消費生活相談員が日々の消費生活相談やあっせんに

おける「実務の経験を通じて専門的な知識及び技術を体得していることに十分配慮し、」雇

止めの見直し「その他の消費生活相談員の専門性に鑑み適切な人材及び処遇の確保に必要な

措置を講ずる」ものとした（規則第８条第４号）。「その他」としては、給料や報酬等におけ

る処遇を想定しており、職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等を勘案し決定する

ことが望ましい。 

 

④消費生活センター以外における消費生活相談員の適切な人材及び処遇の確保 

 いわゆる「雇止め」の禁止を含む消費生活相談員の適切な人材及び処遇の確保は、消費生

活センターではない窓口で勤務する消費生活相談員にも必要とされるものである。市町村に

は、「消費生活相談員の適切な処遇」について努力義務があることを踏まえ（法第 11 条）、

消費生活センターを設置していない市町村においても適切な対応がなされることを期待し

たい。 

 

（研修機会の確保） 

 消費生活相談員が自らの知識及び技術を向上させる方法としては、実際の消費生活相談や

あっせんを通じての自己研鑽が基本であるが、これを補い支援するものとして、研修も重要

である。 

法は、消費生活相談員その他の消費生活相談等の事務に従事する人材について、「研修の

実施」等により資質の向上を図ることを都道府県及び市町村の努力義務として定めているが

（法第 11 条）、消費生活センターが果たす機能の重要性を踏まえ、消費生活センターは、当
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該消費生活センターにおいて消費生活相談等の事務に従事する職員に対し、その資質の向上

のための研修の機会を確保しなければならないことを定めた。 

 

オ 情報の安全管理 

（条例を制定する趣旨） 

消費生活相談情報には、相談した消費者の個人情報のみならず、あっせんの相手方となっ

た事業者の営業秘密等の事業者情報も含まれる。しかし、前者（消費者の個人情報）につい

ては各地方公共団体が制定した個人情報保護条例により保護されるが、後者（事業者情報）

については個人情報保護条例において対象外としている場合が多く、この場合には法制度と

しては情報が保護されないこととなる。 

消費生活センターには多数の消費生活相談情報が蓄積されることが想定されるため、セン

ターごとの個別の運用としてではなく、制度として情報の安全管理を確実にする必要がある。 

そこで、消費生活センターを設置する場合には、センターにおける情報の安全管理を確実

にするという観点から、安全確保措置の実施を参酌基準として定めることとした。 

 

（安全確保措置の具体的内容） 

 実施する安全確保措置の具体的内容については、各地方公共団体が実施する情報セキュリ

ティ対策の態様が様々であるという現状や、技術の進展が日進月歩で絶えず改善を図る必要

があり、一概に定めることが困難であることから、条例事項とはしなかったものである。例

えば、①相談カード等の書類を施錠のできる書庫・保管庫等に保管することや、②保管期間

を定めその期間が経過したら廃棄すること等について、規則等において定めることが考えら

れる。 
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２．地域体制の構築 

（１）消費者安全確保地域協議会 

ア 消費者安全確保地域協議会の基本的な考え方 

（見守りの重要性） 

近年、とりわけ高齢者の消費者被害が深刻化している。高齢者は、「お金」、「健康」、「孤

独」に関する大きな不安を抱えていることが多く、自身の「お金」や「健康」をきっかけに

消費者被害に遭った高齢者が、相談できる相手が誰もいない「孤独」の中で、「損を取り戻

してあげる」などといった被害の救済を装った勧誘に騙され、更なる消費者被害に遭ってし

まう事態（いわゆる二次被害）も増加している。 

今後、高齢化がより一層進行することを考えると、高齢者の消費者被害に対応するために

は、高齢者本人が消費生活センター等に相談することを待っているだけでは、必ずしも十分

とはいえない。高齢者の周りにいる人が、高齢者の消費生活上の安全に常に気を配り、もし

何らかの異変を察知した場合には、消費生活センター等の機関に適切につなぐことで、高齢

者を地域で見守る体制を構築することが極めて有効である。 

 

（消費者安全確保地域協議会を設置する意義） 

高齢者を始めとする消費者被害に遭いやすい特性を有する者を消費者被害から守るため

の見守りネットワークは、法令による根拠がなくても実施することが可能であり、実際に行

われている地域もある。このような状況で、消費者安全法に基づく消費者安全確保地域協議

会（以下「地域協議会」という。）を組織する独自の意義は、構成員間で見守りの対象者に

関する個人情報を提供できるようにすることにある。 

すなわち、地方公共団体、国の行政機関及び独立行政法人が保有する個人情報を第三者に

提供することは、それぞれ、地方公共団体が制定する個人情報保護条例、行政機関の保有す

る個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 58 号。以下「行政機関個人情報保護法」

という。）第８条、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律

第 59 号）第９条により、法令に基づく場合等を除き、原則として禁止されている。また、

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）により、5,000 人分を超える個人情

報をデータベース化してその事業活動に利用している個人情報取扱事業者が、個人情報を本

人の同意を得ずに第三者に提供することも原則として禁止されている（第 23 条）。このた

め、地方公共団体、国の行政機関、独立行政法人及び個人情報取扱事業者は、見守り活動の

ために有用な情報であっても、法令に基づく場合等の例外事由に該当しない限り、本人の同

意を得ずに個人情報を提供することができない。 

また、法律で規定された例外事由に該当し、法的には必ずしも本人の同意がなくても個人

情報を提供できる場合であっても、プライバシー意識の高まりや個人情報を取り扱う上での

戸惑い等の様々な要因から、運用上、必要な個人情報であっても第三者への提供を控えてし
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まうという事態が生じていた。 

法では、見守り等の取組を行う地域協議会の構成員間で必要な情報を提供できる旨を規定

することで（法第 11 条の４第３項）、必ずしも本人の同意がなくても個人情報を提供できる

ことにした（もっとも、実務的な観点から、書面又は口頭で本人の同意を得ることが望まし

い。）。これにより、必要な情報が円滑に提供されることによって、高齢者等の消費者被害の

未然防止、早期発見及び拡大防止を図るものである。 

 

（消費者安全確保地域協議会における情報の取扱い） 

 もっとも、地域協議会が行うのは見守り等の取組であり（法第 11 条の４）、構成員間で個

人情報を提供する形での見守りが義務付けられているものではない。したがって、本ガイド

ラインでは、後述するように、事務局が見守りリストを作成し、構成員が当該リストに基づ

いて見守り等の取組を行うことを一つのモデルとして示しているものの、個人情報保護の観

点から、これとは別の形で行うことも可能である。 

 例えば、見守りリストの作成や提供を行わずに、構成員である民生委員や事業者がそれぞ

れの活動を行う中で、高齢者等の異変を察知した場合に、その情報を地域協議会に伝えると

いう取組を行うことが考えられる。地域協議会を組織した当初はこのような取組にとどめた

上で、取組が軌道に乗り情報の管理体制が十分にできたところで、見守りリストの作成・提

供を行うこともあり得ると思われる。 

法、関連法令及び本ガイドラインにのっとり、全国各地において地域協議会が設置される

とともに、地域の実情に合わせて協議会が円滑に運営されることを期待する。 

 

（他分野のネットワークとの連携） 

 地域の現場では、消費者安全の確保以外の分野で、福祉、防災、孤立死対策等の様々な地

域ネットワークが既に構築されており、それぞれ成果を挙げている。 

 様々なネットワークにおいて構成員が重複しているという地域の実情からすると、見守り

等の取組を効率的・効果的に行い、実効性を高めるという観点からは、地域協議会を一から

立ち上げるよりも、他のネットワーク6と、それぞれの目的や役割の相違を十分に理解した

上で連携し、場合によっては一体的に運営することが望ましいと思われる。地域協議会は、

他のネットワークと対立的・排他的な関係にあるのではなく、むしろ、これらのネットワー

クと連携しながら、高齢者等を消費者被害から守ることを目指すものである。 

  

 

                                                   
6 特に、介護保険法（平成９年法律第 123 号）の規定に基づく地域包括支援ネットワークとの連携が考

えられる。 
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（消費者教育推進地域協議会との関係） 

また、消費者行政の分野では、消費者教育推進法に基づいて、消費者教育推進地域協議会

が組織されている地域もある。 

消費者教育推進地域協議会は、都道府県及び市町村が、その都道府県又は市町村の区域に

おける消費者教育を推進するために組織するものとして、努力義務が定められている（消費

者教育推進法第 20 条）。消費者安全の確保のための取組は消費者教育とも密接に関係するこ

とから、地域の実情によっては、消費者安全確保地域協議会と消費者教育推進地域協議会を

一体的に運営することもあり得るものと考えられる。 

しかしながら、消費者教育推進地域協議会は、被害に遭わない消費者の育成にとどまらず、

消費者市民社会の構築に向けて、よりよい市場とよりよい社会の発展のために積極的に関与

する消費者を育成する取組に向けた検討を行うものであり、制度上、目的及び役割が消費者

安全確保地域協議会と異なるものである。 

したがって、両協議会を一体的に運営する場合には、それぞれの協議会の目的及び役割の

相違を十分に理解した上で適切な運営7がなされるよう、配慮する必要がある。 

 

イ 消費者安全確保地域協議会の仕組み 

（制度の概要） 

 地域協議会は、地域協議会を組織する地方公共団体の区域における消費者安全の確保のた

めの取組を効果的かつ円滑に行うため、構成員間で必要な情報を交換するとともに、消費者

安全の確保のための取組に関する協議を行う（法第 11 条の４第１項）。 

 構成員は、地域協議会における協議の結果に基づき、消費者安全の確保のため、消費生活

上特に配慮を要する消費者と適当な接触を保ち、その状況を見守ることその他の必要な取組

（以下「見守り等の取組」という。）を行う（法第 11 条の４第２項）。 

 

（消費生活上特に配慮を要する消費者） 

 見守り等の取組の対象となるのは「消費生活上特に配慮を要する消費者」である（法第 11

条の４第２項。以下、見守り等の取組の対象となる消費生活上特に配慮を要する消費者を「見

守り対象者」と略称する。）。具体的な見守り対象者はそれぞれの地域協議会が個別に決める

ことになるが、例えば、高齢者や障害者のうち、過去に消費者被害を受けた経験がある等の

理由により、消費者被害に遭いやすい特性を有すると思われる者が考えられる。 

 

（見守ることその他の必要な取組） 

地域協議会が協議した結果に基づいて構成員が行う「見守ることその他の必要な取組」の

                                                   
7 例えば、消費者安全確保地域協議会、消費者教育推進地域協議会それぞれの部会を設けることも一案

である。 
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具体的内容は、それぞれの地域協議会が地域の実情を踏まえて協議・決定する。 

具体例として、見守り対象者を「見守ること」としては、見守り対象者を戸別訪問し消費

生活上の困りごとがないか声掛けをするほか、介護等のために家に立ち入ったときに察知し

た消費者被害の徴候を地域協議会で共有するなどの様々な取組が考えられる。 

また、「その他の必要な取組」としては、見守り活動に付随して、消費者安全確保のため

の啓発や広報等を行うことが考えられる。例えば、近年、リコール情報が十分に届かないた

めにリコール製品による重大事故が発生している事例もあることから、インターネットにア

クセスできずリコール情報に接する機会が少ない等の理由により、自らリコール製品の有無

を確認することが困難な消費者に対して、見守り活動に付随して、リコール情報の周知や製

品安全に関する啓発を行うといった取組も考えられる。 

 

ウ 消費者安全確保地域協議会の設立 

（消費者安全確保地域協議会の組織） 

・地方公共団体による主導 

地域協議会は、消費者の利益の擁護及び増進に関連する分野の事務に従事する国及び地方

公共団体の機関により組織する（法第 11 条の３第１項）。地域協議会の庶務は協議会を構成

する地方公共団体において処理することから（法第 11 条の４第４項）、地方公共団体が主導

して組織することが想定されている。 

ここでいう地方公共団体は、地方自治法第１条の３に規定する地方公共団体であり、普通

地方公共団体である市町村及び都道府県のほか、特別地方公共団体である特別区や地方公共

団体の組合（一部事務組合や広域連合）等も含まれる。 

 

・組織の態様 

地域協議会は、高齢者の見守り等の地域に密着した活動を行うことから、基本的には、住

民に最も身近な地方公共団体である市町村が主導して組織すると考えられる。もっとも、都

道府県が主導して地域協議会を組織し、人的資源に乏しい小規模市町村において見守り等の

活動を実施することも可能である。 

地方公共団体は、一つの地域協議会を組織することも、例えば中学校区毎に複数の地域協

議会を組織することも可能であり、地域の実情に応じて、見守り等の取組をきめ細やかに行

えるような体制を地域全体において構築するという観点から検討することが望まれる。 

また、地域の実情に応じて複数の市町村が共同して組織することも考えられるが、この場

合、一部事務組合や広域連合、連携協約等の地方自治法に基づく連携を用いるのみならず、

事実上共同で組織することも可能である。 
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 （構成員） 

地域協議会の構成員は「国及び地方公共団体の機関であって、消費者の利益の擁護及び増

進に関連する分野の事務に従事するもの」（法第 11 条の３第１項）、「病院、教育機関、消費

生活協力団体又は消費生活協力員その他の関係者」（同条第２項）である。具体的には以下

の者が想定されるが、全てを必ず構成員にしなければならないという趣旨ではなく、それぞ

れの地域協議会が、地域の実情や実施する取組内容等を勘案して決めるものである。また、

下記以外の者や団体が参画することを排除するものではない。 

また、地方公共団体が消費生活協力団体又は消費生活協力員として委嘱した上で、地域協

議会の構成員として参加してもらうことも可能である。 

 

【消費者関係】 

  ・消費者行政担当部局 ※地域協議会の事務局を担う 

・消費生活センター 

  ・消費生活協力団体、消費生活協力員 

  ・消費者団体 

【福祉関係】 

  ・市町村の福祉関係部局 

  ・地域包括支援センター、基幹相談支援センター 

  ・介護支援専門員、相談支援専門員 

  ・介護サービス事業者、障害福祉サービス事業者 

  ・民生委員・児童委員、民生・児童委員協議会 

  ・社会福祉協議会 

【医療・保健関係】 

  ・病院   

  ・医師、歯科医師、看護師 

  ・保健所 

【警察・司法関係】 

  ・警察 

  ・日本司法支援センター（法テラス） 

  ・弁護士会、弁護士 

  ・司法書士会、司法書士 

【教育関係】 

  ・教育委員会 

  ・幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の学校 

  ・公民館 

  ・消費者教育を実施している民間団体 

  ・金融教育を実施している機関（金融広報委員会等） 

【事業者関係】 

・商店街、コンビニエンスストア、消費生活協同組合、農業協同組合等の協同組合、
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宅配事業者、配食サービス事業者等の日常生活との関連性が高い事業者及び団体 

・金融機関 

・警備会社等その他民間事業者及び団体 

【その他】 

  ・町内会等の地縁団体 

  ・ＮＰＯ 

  ・ボランティア 

  ・民間団体 

 

地域協議会の構成員全員が、実際に見守り活動を行う必要はない。例えば、構成員が参加

する会議（後述の全体会議）に出席して発言したり、構成員に書面を配布することで、見守

りに有用な情報（例えば、当該地域で発生した消費者被害の傾向等）を提供することも、地

域協議会が行う見守り等の取組の一つであり、構成員全員が見守り活動の実働部隊となるこ

とは求められていない。 

また、見守りリストを構成員に提供する場合、地域協議会は、提供先として相応しいかを

慎重に判断しなければならない。適切な情報管理ができるか、見守りリストが見守り以外の

別目的で利用されることがないか等の観点から、それぞれの構成員の特性をよく見極める必

要がある。 

地域協議会の構成員には罰則を伴う秘密保持義務が課されることから、地域協議会への参

加に際しては、秘密保持義務の内容や違反した場合の罰則について、あらかじめ説明してお

く必要がある。 

 

（設立の準備） 

・準備会の開催 

関係者によって、地域協議会が担うべき役割やイメージに相違があるので、地域協議会の

設立に先立ち、地域協議会を組織し主導する地方公共団体の担当部署（以下「事務局」とい

う。協議会組織後は、協議会の庶務を処理する。）が、協議会の構成員となり得る関係者を

対象として、準備会を開催し、地域協議会の組織や運営の基本的な部分について十分に協議、

調整することが望ましい。 

 また、地域協議会を他のネットワークや消費者教育推進地域協議会と連携したり一体的に

運営する場合には、地域協議会の事務局は、準備会その他の機会を通じて、連携する他のネ

ットワークや消費者教育推進地域協議会とも十分な協議、調整が必要である。 

 

・組織運営要綱の作成 

 法において、地域協議会の組織及び運営に関し必要な事項は地域協議会が定めることとさ

れていることから（法第 11 条の６）、準備会で決定した地域協議会の基本的事項について、
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組織運営要綱等として文書化、制度化しておくことが適当である。なお、地域協議会を他の

ネットワークと一体的に運営する場合で、そのネットワークが要綱に基づいて組織・運営さ

れているときは、他のネットワークの要綱を改正することで対応することも可能である。 

 要綱の内容は、地域の実情に応じたものとなるが、次のような内容が考えられる。 

① 名称 

 必ずしも「消費者安全確保地域協議会」という文言を用いなければならないものではない

が、協議会の組織運営要綱において法に基づく協議会であることを示し、位置付けを明確に

するべきである。 

② 目的 

 法において、当該地方公共団体の区域における消費者安全の確保のための取組を効果的か

つ円滑に行うことを目的とするものとされている（法第 11 条の３第１項）。 

③ 取組内容 

 地域協議会は、当該地方公共団体の区域における消費者安全の確保のための取組を効果的

かつ円滑に行うために必要な情報を交換するとともに、消費者安全の確保のための取組に関

する協議を行う（法第 11 条の４第１項）。取組内容として、地域協議会が協議し決定した具

体的内容を記載することが考えられる。 

④ 組織 

 構成員については、前述（38 頁及び 39 頁）を参照。地域協議会を代表し、地域協議会の

事務を掌理する者として、会長を定めることも考えられる。 

 また、地域協議会を全体会議と担当者会議の二層構造とする場合には、その旨を定めるこ

とも考えられる。 

⑤ 運営 

 例えば以下のような事項を記載することが考えられる。 

・地域協議会を定期的に開催する旨 

・必要に応じて担当者会議を開催する旨 

・会議の議事は、出席者の過半数で決する旨 

・必要に応じて、地域協議会の構成員に対し、情報の提供、意見の表明その他の必要な協力

を求めることができる旨 

⑥ 秘密保持義務 

地域協議会の事務に従事する者又は従事していた者には、地域協議会の事務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない義務があり（法第 11 条の５）、これに違反した場合には、１

年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処されることがある旨を記載する（法第 53 条第２

項）。地域協議会の構成員となる関係者が罰則を伴う秘密保持義務の存在及びその内容を十

分認識した上で地域協議会に参加するよう、要綱においても明記すべきである。 
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⑦ 事務局 

地域協議会の庶務を処理する地方公共団体の担当部署名を記載する。 

⑧ その他 

 地域協議会を他のネットワークや消費者教育推進地域協議会と連携したり一体的に運営

する場合には、連携する他のネットワーク等と協議、調整した結果、決定した事項を記載す

ることが考えられる。 

 

（公示） 

 地域協議会を構成する地方公共団体の長は、当該地方公共団体が地域協議会を組織したと

きは、以下の事項を公示すべきである。 

①地域協議会を設置した旨 

②当該地域協議会の名称 

③当該地域協議会の庶務を処理する担当部署（事務局） 

④当該地域協議会の構成員 

ただし、個人資格での参加者については、地域協議会を構成する地方公共団体の長や地域

協議会の会長が指定する者という形で公示することにより、個人名を公示することなく、協

議会の構成員とすることが可能である。 

公示の方法は、地域の消費者に周知されるものであれば足り、特にその方法を限定するも

のではないが、広報誌やウェブサイト等により積極的な広報を行うよう努めることが望まれ

る。 

 

エ 消費者安全確保地域協議会の運営 

（運営体制） 

 地域協議会は、当該地方公共団体の区域における消費者安全の確保のための取組を効果的

かつ円滑に行うために必要な情報を交換するとともに、消費者安全の確保のための取組に関

する協議を行う（法第 11 条の４第１項）。 

 地域協議会の運営体制は、見守り等の取組をきめ細やかに行い、関係機関への連絡等の必

要な対応を柔軟かつ迅速に行うことができるという観点、及び見守りの対象者に関する個人

情報の共有を必要な範囲に限定するという観点から、活動規模や構成員数等の実情に応じて

各地域協議会が決定する。例えば、構成員全員が参加する会議（以下「全体会議」という。）

とは別に、必要に応じて、個別の見守り対象者ごとに見守り等の取組を行う担当者が参加す

る会議（以下「担当者会議」という。）を開催する二層構造とすることが考えられる。 

 

（全体会議） 

 全体会議は、各構成員（構成員が団体である場合には、実際に活動する実務者）から構成
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される会議であり、地域協議会全体に関わることを協議する。全体会議における協議事項と

しては、例えば次のようなものが考えられる。 

① 見守り等の取組全般についての方針決定及び見直し等 

② 見守り等の取組に有用な情報（例えば、当該地域で発生した消費者被害の傾向等）の共

有 

③ 個別の見守り等の取組事例の集積及び分析、担当者会議で課題となった点の検討等 

④ 事務局に対して見守りリストの提供を求める旨の決定 

 

（担当者会議） 

 個別の見守り対象者について、見守り等の取組を実際に担当している者が地域ごとに集ま

り、取組について個別具体的に検討するために開催される。担当者会議の協議事項としては、

次のようなものが考えられる。 

① 地域協議会の事務局が提供する見守りリストに基づく、見守り等の取組の対象者の決定 

② 見守り等の取組において把握した情報（例えば、見守り対象者の消費生活上の異変）の

共有及び方針の決定 

③ 見守り等の取組に関する実施方法、実施スケジュールの検討 

 担当者会議においては、参加者が個別の見守り対象者について忌憚のない意見交換を行う

ことで、より効果的な見守り等の取組を実施することが期待される。 

また、見守り対象者について、消費者被害に遭っていると思われる徴候を察知した場合に

は消費生活センターに情報を提供し、理解力に衰えを感じた場合には成年後見制度の活用を

検討するために福祉部局に連絡する等、関係機関との適切な連携を行う。 

 見守り対象者リストを提供し、また、見守り等の取組の状況を把握するため、担当者会議

には事務局の担当者も出席する。 

 担当者会議は、必要に応じて適時開催すべきであるが、長期間にわたり開催されないこと

がないよう、定期的に（例えば、３か月に１度）開催することも考えられる。 

 

（消費者安全確保地域協議会の事務局） 

 地域協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する（法第 11 条の４

第４項）。地域協議会は多くの関係機関・関係者から構成されるので、見守り等の取組が効

果的かつ円滑に行われるためには、地域協議会を組織する地方公共団体の担当部署（事務局）

が運営の中核となって、各機関の連携や調整を進める必要がある。事務局は、地域協議会の

コーディネーターとして重要な役割を果たすことが期待されている。 

 事務局が担う事務としては、次のようなものが考えられる。 
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①見守りリストの作成 

 地域協議会の構成員が見守り等をより効果的かつ円滑に行うためには、見守り等の取組の

対象となる者を適切に選ぶことが重要である。そこで、地域協議会の事務局が、当該地方公

共団体内の他の部署が保有している既存の名簿（介護保険台帳、身体障害者手帳交付台帳、

療養手帳交付台帳、精神保健福祉手帳交付台帳等）や消費生活相談により得た情報、地域協

議会の構成員が見守り等の取組を行う中で取得した情報等を集約した上で、見守り等の取組

の対象となる者のリスト（以下「見守りリスト」という。）を作成することが有効である8。 

 法により、地方公共団体の長は、地域協議会における見守り等の取組を行うため、消費者

庁、他の地方公共団体及び国民生活センターから、当該地方公共団体の住民に関する情報の

提供を受けることができるようになった（法第 11 条の２）。この規定により地方公共団体の

長に提供された情報についても、地域協議会の事務局が管理し、より精度の高い見守りリス

トの作成にいかすことが想定されている。 

 

②見守りリストの記載事項 

 個人情報の保護の観点から、見守りリストに記載する情報は、見守り等の取組を行うため

に必要最小限度に留めるべきである。具体的には、見守り等の対象者の氏名、住所、年齢、

性別が想定される。見守りの際の声かけを円滑に行うため、氏名には振り仮名を付すことも

考えられる。 

個々の見守り対象者がリストに記載された経緯（情報源）は、機密性が高い個人情報も含

まれるため、記載しない。もっとも、情報源を明らかにしないのであれば、例えば、地域協

議会の事務局の判断で、特に見守る必要がある人には◎を付すなどの工夫はあり得る。 

 

③見守りリストの提供 

 地域協議会の事務局は、担当者会議に出席し、実際に見守り等の取組を行う者に対し、地

域協議会の求めに応じ、必要な範囲で見守りリストを提供する。例えば、地域協議会として、

全体会議の下にＡ地区、Ｂ地区及びＣ地区の担当者会議がそれぞれ設置された場合、地域協

議会の事務局の担当者は、Ａ地区において見守り等の取組を行う者に対しては、見守りリス

トのうちＡ地区の住民に関する部分のみを提供する。個人情報の保護の観点から、Ａ地区で

見守り等の取組を行う者に対してはＡ地区以外の住民に関する見守りリストを提供すべき

ではない。また、特段の必要性がない限り全体会議への提供も避けるべきである。 

 なお、地域協議会の事務局が担当者会議に出席して見守りリストを提供することの事務負

担が大きい場合には、個人単位で見守り対象者の情報を個別の構成員に情報提供することも

考えられるところであり、地域の実情に応じた適切な運用が期待される。 

                                                   
8 ただし、個人情報保護条例にのっとって行う必要がある。 
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④地域協議会の庶務の処理 

・全体会議及び担当者会議への出席及び開催に向けた準備 

・全体会議及び担当者会議の議事運営 

・議事録の作成、資料の保管等 

・見守り等の取組の実施状況の進行管理及び実施状況の把握 

・関係機関との連絡調整（他のネットワークや消費者教育推進地域協議会と一体的に運営す

る場合には、当該ネットワークや協議会との連絡調整を含む。） 

 

⑤構成員名簿の作成・管理 

 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者に対し罰則を伴う秘密保

持義務が課せられていることから、事務局は構成員名簿を作成し、（ⅰ）構成員の氏名・名

称、住所等と、（ⅱ）構成員であった期間を記載しなければならない。名簿は常に最新のも

のとしておくとともに、過去の名簿についても確実に保存しておく必要がある。 

 

オ 消費者安全確保地域協議会における情報の取扱い 

 消費者安全確保地域協議会では、見守り対象者の個人情報を活用して消費者被害の予防や

救済につなげる必要がある一方で、個人情報の保護も図ることも求められる。個人情報の保

護と活用をどのように両立させるかは、法及び規則の枠内で各地域協議会が決めることにな

るが、参考として、見守りリストの作成から実際に見守り活動を行うまでの流れに即して、

一つのモデルを示すこととする。 

 なお、各地域協議会の判断で、本人の同意を得ることを妨げるものではない。 

 

（第１段階：見守りリストの作成） 

①事務局が保有している情報の利用 

 地域協議会を組織する地方公共団体の消費者行政担当部署が、事務局となり、見守りリス

トを作成する。その際、当該地方公共団体が受け付けた消費生活相談の情報は、事務局で保

有しているので、この情報を基に消費者被害に遭いやすい特性を有する者を選別することが

考えられる。 

 

②地方公共団体内の他の部署・機関からの情報提供等 

さらに、当該地方公共団体の他の部署・機関に保有している情報を事務局に提供してもら

い、集約することで、より精度の高い見守りリストを作成することが考えられる。9 

                                                   
9 地方公共団体外の機関からの情報提供として、法第 11条の２の規定に基づいて、消費者庁、他の地方
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・例えば、住民票には氏名、生年月日、世帯主等が記載されているので（住民基本台帳法

（昭和 42 年法第 81 号）第７条）、住民関係の部署が保管している住民基本台帳の情報

を提供してもらい、高齢者かどうか、単独世帯かどうか等の観点から見守り対象者の候

補を絞り込むことが考えられる。 

 

・また、福祉関係の部署から福祉関係の台帳に記載されている情報を提供してもらうこと

で、見守りの必要性の要否を判断する一資料とすることが考えられる。 

  

他の部署から情報を提供してもらう場合、包括的に情報提供を求める方法と、対象者を特

定して情報提供を求める方法がある。個人情報の保護の観点からは、不必要な情報が事務局

に集まるのは避けるべきである反面、精度の高い見守りリストを作成するためには幅広く情

報を集める必要がある側面もあるので、適切な運用が求められる。 

 

・なお、地域協議会における決定を経て、消費者被害に遭いやすい特性を有するかどうか

の判断資料とするため、警察に、過去に消費者被害に遭った者に関する情報等の提供を

求めることも考えられる。 

 

③情報提供の要件・手続 

 地方公共団体内の他の部署・機関から情報を提供してもらうための要件・手続については、

その地方公共団体の個人情報保護条例に従うことになるが、主に以下の２つの方法が考えら

れる。 

 

・個人情報保護条例の目的外利用・提供規定を用いる方法 

まず考えられるのは、個人情報保護条例の目的外利用・提供規定を用いる方法であり、例

えば、（ⅰ）法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部利用する場合

であって、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由があるときには目的外利

用・提供を認める規定（行政機関個人情報保護法第８条第２項第２号に同趣旨の規定）や、

（ⅱ）審議会等の第三者機関に諮問し答申を得れば目的外利用・提供を認める規定が個人情

報保護条例に置かれているのであれば、これらの規定を用いることが考えられる。 

 

・地域協議会の構成員として情報の提供を求める方法 

                                                   

公共団体又は国民生活センターから法定の情報を提供してもらう方法がある。要件や手続等の詳細は、

「消費者安全法第 11 条の２の運用に関するガイドライン」（平成 27 年３月消費者庁）を参照。 
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 また、他の部署・機関を地域協議会の構成員とした上で、地域協議会がその部署・機関に

対し情報の提供を求めるという方法（法第 11 条の４第３項）も考えられる。この場合、当

該部署・機関が地域協議会に情報を提供することは、個人情報保護条例が目的外利用・提供

を認める事由として定めている「法令に基づく場合」に該当することになるので、個人情報

保護条例に違反しないものと思われる。 

 地域協議会が構成員に対して情報の提供を求める場合、その構成員からの求めがあれば、

地域協議会は提供を求める情報の範囲や利用目的等を記載した文書を作成し、当該構成員に

発出することも考えられる。 

 地域協議会の求めに応じて情報を提供するかどうかは、構成員の判断に委ねられており、

構成員に対して情報提供を義務付けるものではない。構成員となる部署・機関におかれては、

地域協議会から情報提供の求めがあったときは、消費者安全の確保のための取組を効果的か

つ円滑に行うという地域協議会の趣旨に照らし、適切な判断がなされることを期待する。 

 

④本人の同意の要否 

 地方公共団体内の他の部署・機関から個人情報を提供してもらうための要件・手続に関連

して、情報提供の際に本人の同意を得る必要があるかという問題があるが、③で述べた方法

を適切に用いれば、本人の同意を得なくても、個人情報保護条例にのっとり情報を提供して

もらうことは十分に可能であると思われる。 

 

（第２段階：見守りリストの地域協議会への提供） 

 事務局は、作成した見守りリストを、実際に見守り等の必要な取組に用いるため、地域協

議会に提供する。 

 

①見守りリストに掲載する情報の限定 

 事務局は様々な情報を用いて見守りリストを作成するが、個人情報を保護するため、地域

協議会に提供する最終的な見守りリストには、必要最小限度の情報のみを記載する。具体的

には、見守り等の対象者の氏名、住所、年齢及び性別が想定され、個々の見守り対象者がリ

ストに掲載された経緯（情報源）は記載しない。 

 

②見守りリストを共有する者の限定 

 また、個人情報を保護するため、見守りリストを共有する者も必要最小限度にとどめるべ

きである。具体的な共有者の範囲は、各地域協議会の判断にはなるが、リストに掲載されて

いる対象者を見守る人のみが共有するというのが最も望ましい。事務局は、作成した見守り

リストを、見守り担当者に応じて区分して提供することが想定される。 
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③地域協議会に提供するための手続 

 事務局も地域協議会の構成員であることを想定しており、地域協議会が事務局に対し見守

りリストの提供を求め（法第 11 条の４第３項）、これに応じるという形で事務局は地域協議

会に提供する。したがって、実際に見守りリストの提供を行う前に、地域協議会が見守りリ

ストの提供を求める決定をすることが必要である。地域協議会を全体会議と担当者会議の二

層構造とした場合には、構成員全員が参加する全体会議において決定することが想定される。 

 

④本人の同意の要否 

 関連して、事務局が地域協議会に見守りリストを提供する際に本人の同意を得る必要があ

るかという問題がある。 

地域協議会へのリストの提供は、法の規定に基づくものであり、個人情報保護条例が定め

る目的外利用・提供を認める事由である「法令に基づく場合」に該当するので、本人の同意

は不要である。 

 

（第３段階：リストを活用した見守り等の取組） 

 地域協議会の構成員は、見守りリストを用いて見守り等の取組を行う。その際に、見守り

の対象者について消費者被害等の異変を察知し、消費生活センター等の地域協議会の関係機

関に情報を提供することが想定される。 

 

①見守り対象者からの同意 

 前述のように、見守られる側の意思や感情にも配慮するという観点から、見守りの対象者

に秘密保持義務が課されており秘密が守られること等をよく説明し、同意を得て情報提供を

行うことが望ましい。 

 

②同意を得る方法 

 見守りの対象者から同意を得る方法としては、書面と口頭の２つの方法がある。書面で同

意を得る場合には、地域協議会に提供する情報を記載した同意書を作成し、署名捺印を求め

る方法が考えられる。口頭で同意を得る場合であっても、後にトラブルが生じるのを避ける

ため、同意を得た日時や内容を担当者会議で共有し記録化することが必要である。 

 

③同意を得ることが困難な場合の対処方法 

このように、見守りの対象者から同意を得て情報を提供すべきであるが、同意を得ること

が困難であり、かつ、消費者安全の確保のために特に必要がある場合もあり得る。例えば、

個人情報取扱事業者である介護事業者が協議会の構成員になっているところ、その介護事業
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者の訪問介護員が、訪問先で、要介護者が既に消費者被害に遭っている又は今後遭う可能性

が高いと思われる兆候を認識し、訪問介護員が、市の消費生活センターに伝えようとしたが、

要介護者が認知能力の低下等により同意をすることが困難な場合や要介護者が拒絶してい

る場合が考えられる。この場合に、介護事業者は、要介護者の個人情報を協議会に提供する

という事例においては、見守り対象者である要介護者の同意がなくても、地域協議会への情

報提供が可能である。その方法としては、協議会は、必要があると認めるときは、構成員に

対し、消費生活上特に配慮を要する消費者に関する情報の提供を求めることができるので

（法第 11 条の４第３項）、地域協議会が情報の提供を求める決定を行えば、構成員が地域協

議会に情報を提供することができる。また、構成員が消費生活協力員又は協力団体である場

合には、消費者安全の確保のために必要な情報を地方公共団体に提供すること（法第 11 条

７第２項第３号）として地方公共団体の関係部署に情報を提供することができる。 

 

カ 情報の安全管理 

①構成員の秘密保持義務・情報管理 

地域協議会において取り扱われる情報には、見守り対象者の個人情報等の機密性の高い情

報が含まれる。そこで、情報の安全管理を確実にする観点から、地域協議会の構成員等に対

する罰則を伴う秘密保持義務が定められた。地域協議会の事務に従事する者又は従事してい

た者は、地域協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない（法第 11 条の５）。

秘密保持義務に反し、秘密を漏らした場合には、１年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に

処されることがある（法第 53 条第１項）。 

また、構成員は、情報の漏洩がないよう、情報管理を確実に行う必要がある。例えば、見

守りリスト等の個人情報が記載された書面は、施錠可能な場所で保管し、必要な場合に限り

取り出して利用する等の適切な方法により管理することが求められる。 

各地域協議会は、構成員の秘密保持義務と情報管理方法を書面化し、構成員への周知徹底

を図るべきである。事務局は、必要に応じて、構成員における情報の管理状況を確認し、適

切な措置を講ずるべきである。 

 

②事務局における情報管理 

 地域協議会の事務局は、見守りリストを作成するために他の部署から収集した情報、見守

り等の取組によって得られた情報、法第 11 条の２の規定により消費者庁等から提供された

情報等の、機密性の高い個人情報を取り扱うことになるので、情報の安全管理は確実に行う

必要がある。例えば、見守りリストを作成するときは担当者以外の者が入ることができない

場所で行う等の適切な方法により情報管理が行われる必要がある。 
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③見守りリストに記載する情報の限定 

 個人情報の保護の観点から、見守りリストに記載する情報は、見守り等の取組を行うため

に必要最小限度とし、個々の見守り対象者がリストに記載された経緯（情報源）は記載しな

い。 

 

④個人情報を共有する範囲の限定 

 見守り対象者に関する個人情報について、個人情報の保護の観点から、情報を共有する必

要がない者への情報提供は避けるべきであるので、担当者会議の参加者のみで共有すること

を基本とし、特段の必要性がない限り全体会議における情報共有は行わないものとする。 
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（２）消費生活協力団体・消費生活協力員 

ア 消費生活協力団体・消費生活協力員の基本的な考え方 

（消費生活協力団体等を定めた趣旨） 

 消費者が安心して安全な消費生活を営める地域体制を構築するためには、地域住民を始め

とする幅広い担い手が、消費者被害の防止等の活動に取り組むことが有効である。先進的な

地方公共団体では、民生委員、ボランティア、高齢者の生活に密接したサービスを提供して

いる民間事業者等を担い手として、高齢者の見守りや注意喚起のための情報提供などの活動

が行われ、悪質商法等による被害の早期発見、早期解決、拡大防止に成果をあげており、ま

た、講座を通した担い手の育成も行われている。法に基づく消費生活協力団体・消費生活協

力員（以下「消費生活協力団体等」という）は、このような地域における取組を制度化した

ものである。 

 法に基づく消費生活協力団体等として委嘱する意義としては、次の点が挙げられる。第１

に、消費生活協力団体等には秘密保持義務が定められているので（法第 11 条の８）、個人情

報を取り扱う活動を行う場合に適している。第２に、例えば、消費生活協力団体等が見守り

活動を行う中で消費者被害を発見した場合、法に基づいてこの情報を消費生活センターに提

供することができるので（法第 11 条の７第２項第３号）、必要な情報が地方公共団体に円滑

に提供されるようになることが期待される。第３に、地域における活動に制度的な裏づけが

与えられることにより、地域住民の認識度や信頼性が高まり、より一層、充実した活動が行

われるようになることが期待される。 

 

（想定される消費生活協力団体等） 

 誰を（どの団体を）消費生活協力団体等として委嘱するかは、委嘱する地方公共団体の長

が判断することになる。 

例えば、「消費生活協力員」としては、消費者行政担当部署の職員及び消費生活相談員と

連携協力して見守りや相談窓口の周知や被害防止のための情報提供の活動に取り組む人と

して、例えば、民生委員や福祉関係者、弁護士や司法書士等、消費者問題の専門家、市民ボ

ランティアなど、消費者にとって身近な人を想定している。 

また、「消費生活協力団体」としては、消費者団体や介護サービス事業者等の福祉や医療

関係の事業者団体、町内会等の地縁団体、商店街やコンビニ、宅配事業者、金融機関等の地

域の事業者・団体等の幅広い団体が参画し、地域において消費者被害の防止等の活動に取り

組む担い手となることが期待される。 

 団塊の世代の退職者や、各地方公共団体が既に実施している様々な啓発講座等の受講者等

をベースとして担い手を育成することも推奨される。 

消費生活協力団体等は「消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う」ことが要

件とされているが、現にこれらの活動を行っているのみならず、今後行う予定である者・団
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体も含まれ得ると考えられる。 

 

（消費生活協力団体等の育成・支援） 

消費生活協力団体等となり得るような行動力のある消費者・消費者団体を、地方公共団体

が継続的に育成・支援することが、地域連携を推進し持続する上で重要である。この点を踏

まえ、法では、地方公共団体の長が、消費生活協力団体等に対し、活動に資するための研修

を実施したり情報を提供する等の必要な措置を講ずる努力義務を負うことが定められた（法

第 11 条の７第３項）。さらに、消費生活協力団体等に対する支援のみならず、住民を対象と

した消費者講座等を通じて、将来的には消費生活協力団体等となるような担い手を育成する

ことも重要である。これらの取組は、既に先進的な地方公共団体において行われているとこ

ろであり、市町村及び都道府県における積極的な実施が期待されるが、法第９条の規定に基

づき、国（消費者庁）及び国民生活センターも積極的な役割を果たす必要がある。 

 

（消費者安全確保地域協議会との関係） 

消費生活協力団体等は、地域協議会の構成員となることを想定しているが（法第 11 条の

３第２項）、地域協議会とは別個の制度なので、地域協議会を設置していない地方公共団体

が消費生活協力団体等を委嘱することも可能である。 

 

イ 消費生活協力団体等の委嘱 

 地方公共団体の長は、消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う民間の団体又

は個人のうちから、消費生活協力団体等を委嘱することができる（法 11 条の７第１項）。 

地方公共団体の長は、委嘱に当たって、任期や解職に関する事項を定めることも可能であ

る。また、消費生活協力団体等に対して報酬や費用弁償を支給することが考えられるが、支

払を義務付けるものではない。 

 

ウ 消費生活協力団体等の活動内容 

 消費生活協力団体等の活動内容は、①消費者安全の確保に関し住民の理解を深めること、

②消費者安全の確保のための活動を行う住民に対し、当該活動に関する情報の提供その他の

協力をすること、③消費者安全の確保のために必要な情報を地方公共団体に提供することそ

の他国又は地方公共団体の行う施策に必要な協力をすることであり（法第 11 条の７第２項）、

具体的な活動内容は、委嘱を行う地方公共団体が決定する。 

③により、これまで個人情報保護法により地方公共団体に提供することができなかったが、

消費生活協力団体等は法令に基づく場合として地方公共団体に提供することが可能となっ

た。これにより、必要な情報が地方公共団体に円滑に提供されることを図ったものである。 
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エ 消費生活協力団体等の秘密保持義務 

 消費生活協力団体の役員若しくは職員又は消費生活協力員又はこれらの者であった者に

は秘密保持義務が課されている（法第 11 条の８。ただし、罰則はない。）。もっとも、前述

のよう消費者安全の確保のために必要な情報を地方公共団体に提供することは法律で認め

られており（法第 11 条の７第２項第３号）、一定の場合には、適格消費者団体に対し、情報

を提供することが可能である（不当景品類及び不当表示防止法第 10 条第２項）。 

 

  

 


